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<研究動向>

諸外国におけるインドネシア経済史研究

一一植民地社会の成立と構造一一

宮本謙介

はじめに

筆者は，前稿1)において1970年代後半~1980年

代前半に諸外国で展開したギアツ理論(r農業の

インボリューション」論幻)批判の19世紀ジャワ

経済史研究を整理検討し，それがとりわけ強制

栽培期 (1830~1870年)のジャワ農村社会研究

に貴重な成果を費したことを指摘した。そこで

は強制栽培期ジャワ農村の実態把握が大きく前

進し，ギアツの言う輸出向げの強制栽培(特に

甘薦)と農民の食糧生産(米作)の生態的共生

論に対しては，両者の競合関係が具体的に明ら

かにされ，強制栽培への農民のインボリューシ

ョナルな反応として，高い社会的・経済的同質

性を維持したとする「貧困の共有」論に対して

は，現地人在地首長の権力強化と下層農民の没

落という階層分化の進展が対置され，ギアツの

均質的農民像は全面的に否定された九

1 )拙稿「ギアツ理論と19世紀ジャワ経済史研究
『農業のインボリューション』論の批判的展開Jr歴

史学研究』第554号， 1986年5月。
2) Geertz， C.， Agricultural Involution: the Process 
01 Ecological Change in Indo招esia，Berkeley， 
1963. 
3 )前稿執筆後に得たギアツ批判研究にスハイク

(Schaik， A van)の研究がある。 SchaikA. van， 

Colonial Control and Pe.ωant Resources in Java， 
Amsterdam， 1986. 
スハイクは， 1830~1920年のジャワにおける植民

地政策と砂糖生産が現地人農業に与えたインパクト

を検出し，ギアツの「農業のインボリューション」

論を全面的に批判することを課題としているが，そ

本稿は，前稿の続編として，植民地社会成立

期を中心にギアツ批判以後の強制栽培期農村社

会研究の進展や外島(ジャワ・マドゥラ以外の

諸島)を含めたその他の注目すべき研究動向を

検討し，日本でほとんど紹介されていない諸外

国の研究水準を確認するとともに，今後の研究

課題の一端を提示しておきたい。なお，以下で

扱う諸研究は， 1980年代後半~1990年代初頭の

ものを中心とするが，一部に1970年代後半~1980

年代前半の研究も含まれる。

の批判点はエルソンやナイトらと共通するところも

少なくない。具体的分析は，ジャワ中部のトゥガル

と東部のパスルアンであり，いずれもジャワ北岸の

砂糖生産中心地帯である。主な論点としては，①人

口密集地帯・高生産力地帯・砂糖生産地帯の3者は
必ずしも高い相関関係を示しているわけではなく，

ギアツの地帯構造把握は不十分であること，②濯減

水田はギアツの言うように甘庶栽培とともに拡大し

たのではなしすでに濯淑の整った所に甘蕉が進出

していること，③企業による運河や夕、ムの建設は専

ら工場用水や甘藤畑の給水のためであり，水田の拡

大に寄与しておらず，住民の水利用はむしろ減少し

て農業の質と量を低下させたこと，④内陸部のコー

ヒー栽培に伴う森林伐採や土壌侵食が平野部農業に

悪影響を与えたこと(水質悪化→生産性低下)，⑤砂

糖生産の労働力はギアツの言うような余剰労働では

なく，賦役労働の大量徴発によって住民農業の労働

力不足は深刻化していること，⑥自由主義政策への

転換とともに土地なし農民の労働力利用が拡大した

が，土地保有農民も依然として村落首長層を介して

前貸しで土地貸与を強いられていたこと，などであ

る。総じて言えば，植民地政策は住民農業におりる

労働力投入量の減退，水供給量の減少，生産性の低

下などによって，農民の食糧生産・商品作物生産の

意欲を低下させ，農民経営と自然環境の中にある経

済発展の可能性を妨げたと結論づけている。
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I. 19世紀ジャワ経済史研究

1.強制栽培制度の農村社会へのインパクト

ギアツ批判を通じて飛躍的前進をみせた強制

栽培期ジャワの社会経済史研究は，強制栽培制

度がジャワ農村社会に与えたインパクト，およ

びプランテーション体制への移行期の労働力の

性格に関して，極く最近の研究では，ファッス

-Jレ(C.Fasseur，オラングサ，エノレソン (R.E

Elson，オーストラリア)，ファン・ニール (R.

van Niel，アメリカ)らとナイト (G.R.Knight，

オーストラリア)の聞で大きく異なる見解が提

起されるに至っている。これは今後の強制栽培

制度研究の重要な論点になるものと思われるの

で，やや詳しく各論者の論点を追っておきたい。

以下では，まず強制栽培による農村社会の発展

・繁栄を強く主張するフアツスールとエルソン，

強制栽培期の位置づけに関して通説の修正を迫

るファン・ニールの見解を紹介し，次にこれら

の論者を全面的に批判するナイトの見解を示し，

最後に筆者のコメントを加えておく。

ファッスールの論文 r19世紀ジャワにおける

強制栽培制度とオランダ植民地経済および現地

社会へのインパクト J4) (1986年)によれば， 19 

世紀中葉以降の植民地当局者の聞では，リベラ

ノレ派の強制栽培制度批判が支配的であり，また

戦前における強制栽培制度の研究者たち(ビー

ルソン，クライブ・デイ，コーレンプランデル，

ホンプレイプなど)も強制栽培制度に強く反対

したリベラノレ派の学者であり，そこには保守派

のファン・デン・ボスが導入した制度に対する

強いバイアスが見られると言う。

次にファッスールは，ギアツ批判の成果とし

4 ) Fasseur， C.， '‘Th巴 Culti可ationSystem and its 

Impact on the Dutch Colonial Economy and the 

Indigenous Society in Nin巴te巴nthCentury Java" 

in C.A.Bayly and D.H.A.Kolff (eds.l， TIωo 
Colonial EmPires; ComjうarativeEssays on the 
History 01 lndia and lndonesia in the Nineteenth 
Century， Martinus Nijhoff Publishers， 1986. 

て，強制栽培における生産と労働力の組織化が

現地人首長，とりわけ村長を通して行われ，そ

れが村長・村役人の権力強化，農村社会の階層

化を費したという点を確認する。そのうえで強

制栽培期の村落経済の変化として，土地保有農

民に与えられた栽培報酬によって，栽培負担農

民が雇用労働力や小作農を利用できるようにな

り， 1830年以前のように貨幣不足から中国人や

ヨーロッパ人の高利貸に支配されることもなく

なったこと，土地保有農民にとって栽培報酬が

1830年以降の重要な収入源となったこと，地租

も栽培報酬と相関して上昇したが，全体として

栽培報酬が地租額を上回ったこと，栽培報酬に

よる急激な貨幣経済化と商品流通の拡大が看取

されること，などを指摘する。これらの点はエ

ルソンのパスルアン研究やフェルナンド(後述)

のチレボン研究でも確認されているとし，更に

1856~1869年の州知事によるジャワ住民の経済

状態に関する報告書類を分析しても生活水準の

全般的上昇が認められると言う。

これに関連づけて， 19世紀の人口増加につい

ては，ホワイト (B.VI尽lite)やボームハーノレト

(後述)が，その主要因を強制栽培に伴う労働

需要の増大に対して，出生率を高めて家族労働

力を増やそうとした住民の対応の結果であると

したことを批判し，当該期の生活水準の上昇，

天然痘の予防接種の普及などに原因を求めてい

る。

要するに，リベラル派の強制栽培制度攻撃で

植え付けられたイメージ，つまり強制栽培によ

る農村の破壊・荒廃といったイメージは誤りで

あり，栽培報酬による貨幣経済の促進と農村の

経済発展に与えたインパクトが強調されている。

エルソンも論文「ジャワの強制栽培制度におけ

る農民の貧困と繁栄J5) (1990年)において，フ

5) EIson， R.E.，“Peasant Poverty and Prosperity 

under the Cultivation System in Java" in A. 

Booth， W. J . 0' Malley and A. Weid巴mann(巴ds.l
lndonesian Economic History in the Dutch Colo 
nial Era， Yale University Southeast Asia 
Studies， 1990. 
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アツスールと同様にリベラル派の強制栽培制度

批判は正確な事実認識に基づくものではなし

したがって史料によって事実関係を正確に理解

することから出発しなければならないと言う。

そして主題は，強制栽培制度が農民の物質的生

活水準を改善したか否かであるとしている。エ

ノレソン説の要点は以下の如くである。

強制栽培制度の否定的側面としては，農民の

賦役負担量が1830年以前の 4~5 倍に達したこ

と，栽培報酬はその作物の市場価格をはるかに

下回ったこと，食糧生産・水利用への厳しい規

制，初期の実験栽培の失敗に対して何ら補償が

なかったこと，インフラ整備への無償労働，な

ども認められるが，かかる否定的影響にもかか

わらず，強制栽培制度は農民層に一般的繁栄を

費したと言えるだけの十分な証拠がある。これ

までの研究では，賦役労働の重圧ゆえに食糧生

産は犠牲にされたであろうとか，栽培報酬は僅

かであるから収入は減少したであろうといった

推測で農民の貧困化を議論しており，それでは

農民は常に受動的で環境適応能力がないと見倣

されることになり，それは農民の生活態度に対

する著しい歪曲である。ところが，当時のオラ

ンダ人行政官の報告書類の多くは農村経済の発

展を記録しており，統計的に見ても砂糖栽培で

は1838年以降は栽培報酬が常に地租額を上回り，

農民は規則的な現金収入によって安値で米を売

る必要がなくなっている。この点は，農民にと

って収益の少ないインディゴやコーヒーについ

ても，一部の例外を除いて妥当する。全体とし

て見れば，一人当たりの所得と消費でも一貫し

て上昇傾向にあり，耕地面積と米生産は拡大し，

単収も微増，一人当たり米収量はかなり増加し

ている。例えば，パスルアンの一部で米不足が

おこると，周辺農村では商品としての米生産が

拡大し移出されて，輸送網の拡充による商業活

動の活性化を促すといった循環がみられる。強

制栽培制度のための設備が生産活動の規模を拡

大するという面もあり，これは変化する経済環

境への農民の適応として評価できる。

このようにエルソンは，強制栽培制度の下で

ジャワ農村社会が，全体として急速な経済発展

を経験したと結論づけている九

一方，ファン・ニールの論文「強制栽培制度

の，その後の経済発展への遺産J7) (1990年)で

は，前2者とはやや異なる視角から，強制栽培

制度の歴史的位置づけが試みられ，強制栽培制

度が社会経済変動に費した幅広い枠組みを捉え

るべきであるとして，これを資本形成，低賃金，

村落経済という 3つの論点に即して検討してい

る。

まず資本形成に関しては，次のように主張す

6 )エルソンの最近の研究には，本文で紹介した外に植
民地初期のジャワ村落社会に関する研究もある。

Elson， R.E.，“Aspects of Peasant life in early 19. 

th Century ]ava"， in Chandler， D.P and M.C. 

Ricklefs (eds.)， Nineteenth and T，ωentieth Cen-
tury lndonesia， Centre of Southeast Studies， 
Monash University， 1986 

この論文の要点は，以下の如くである。①当時の

村落人口は数十~200人程度であり，核家族を再生産

の基本単位とするが，上層農家は補助労働力も雇用

している。農業ばかりでなく，繊維・油製造などの

農村家内工業の展開も見られる。②農村人口の流動

性はかなり高いが，これは内陸山岳部の移動農耕ば

かりでなく，低地でも天水田の不安定性，伝染病，

自然災害，重税・重賦役負担などが人口流動を促し，

また農閑期の季節労働者の移動も恒常化していた。

③農村の市場経済，では，村落筒の商品交換とともに，

中国人商人を介した商取引も常態化しており，農村

部も広範な貨幣経済の一環に組み込まれていた。④

農民の土地保有の様々な形態(個人保有や定期割替

など)の存在は，主に上級権力者の賦役労働要求に

対応して形成されたもので，人口調密で賦役負担が

重い地方では，住民が等しく土地に接近できるよう

に(移住を防ぐために)割替が一般的となった。⑤

自己完結的なミニ国家としての村落像は今日の研究

水準では否定されており，植民地支配の深化ととも

にジャワ村落が造り上げられてきたとするオンホツ

カムやブレマンの研究は貴重であるが，しかし19世

紀初頭から村落が既に一定の社会単位として機能し

ていた点も見逃せない。

エルソンの村落論は，オンホツカム，ブレマン，

ケアリらと共通する点も多いが，本格的な植民地支

配の以前から既に一定の自律性が存在したとすると

ころに特徴がある。

7) van Niel， R.，“The Legacy of the Cultivation 

System for Subsequent Economic Development" 

in A.Booth， et al (eds.l ， op. cit. ，1990. 
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る。すなわち，義務供出期においてヨーロツパ

資本は，その高いリスクゆえにジャワ農業への

投資を控えたが，強制栽培期に入って政庁が契

約工場へ資金を貸付け，原料と労働力の供給も

政庁が保障するようになると，企業家の参入も

活発化した。貸付金返済としての農産物の引き

渡しも，その規定量を超える分は自由に処分で

き，工場主には資本蓄積も可能となった。彼ら

は，植民地官僚や輸出入業者を輩出するような

現地ヨーロッパ人の有力家族の一員であり，こ

うした一族が資本形成の担い手であった。つま

り，当該期の資本形成はジャワ自体で進んだの

であり，ジャワが世界市場に安価な商品を供給

できると最初に自覚したのも現地の資本家であ

った。ファン・ニールによれば，強制栽培制度

が私企業の活動に反対し，資本形成を制限した

とか， 1850年代以降に私的資本は外部から持ち

込まれたという通説は誤っており，本質的な資

本形成はジャワ内部で進展し，これが次のプラ

ンテーション期を準備したということになる。

次の低賃金に関しては，強制栽培期の労働力

は圧倒的に無償賦役に依存しており，有償労働

も現地人首長層の権力によって調達されたこと，

1880年代に人口圧の増加と耕地不足，砂糖不況

などで，一部の農民は村落外に収入源を求めざ

るを得なくなるが，この場合にも労働力調達は

やはり強制力に依存していたこと，などを指摘

している。

最後の村落経済については，現地人の上級首

長層の権力は， 19世紀初めから徐々に剥奪され

ていたこと，地租制度の導入以降，旧社会に由

来するチャチャ制下の中核農民を中心に，村落

のヒエラルキー構造が強化されたこと，中核農

民の中から輩出される村落支配者層の富と権力

が強化され，この農民層の階層化とともに社会

単位・生産単位としての村落結合が進展したこ

と，これらの変化を強制栽培制度が継続させた

こと，などである。

低賃金と村落経済については，エルソンらの

先行研究を継承しているのみで斬新な問題提起

はないが，ファン・ニールの強調点は， 19世紀

の変化のパターンが， 1830年以前に既に現れて

おり， 1870年以降も継続していること，つまり

強制栽培による変化よりも連続面を重視すると

ころにある。従来の研究では，強制栽培制度が

政策上の大きな変化と見倣され，それゆえにジ

ャワ社会に破壊的なインパクトを与えたと捉え

られたが，実はそうではなく，植民地搾取をよ

り効率的にする戦術はあったが，ジャワを市場

経済に統合する長い歴史的プロセスの一時期と

みるべきであると言う。

このような3人の強制栽培期のジャワ農村把

握の新たな試みに対して，全面的な批判を加え

ているのがナイトである。ナイトの論文 '19世

紀ジャワの農民層と甘薦栽培，プカロンガン州

のー研究， 1830~1870年J8) (1990年)は，まず

エルソンらの所説を次の 3点に要約する。c1伝

統的権力に基づく現地人支配者層の積極的利

用，伝統的チャンネルの利用が強制栽培制度の

成功の鍵であった。②農民を強制栽培に大量動

員できたのは，現地人首長層の圧力だけではな

く，栽培報酬の支給であり，これが費した農村

の繁栄である。③農民の協力が得られたのは，

それが在来の農村社会の秩序を過度に破壊する

ものではなかったからである。このように要約

し，ナイトはエルソンらの立場を「近代学派」

(modern school)と呼ぶ。そして1850~1875年

の第3四半世紀を，近代学派」のように過渡期

(transition)としてではなく，転形(transforma-

tion)の時期として捉えるべきであると言う。具

体的批判は，中部ジャワのプカロンガン地方，

ウォノプリンゴ (Wonopringo)砂糖工場地区の

分析に即して行われる。

まず現地人支配者層について。強制栽培導入

期おいては上級首長(プリアイ)とオランダ人

8) Knight， G.R.，“The Peasantry and the Cultiva. 
tion of Sugar Cane in Nineteenth Century Java: 
A Study from Pekalongan Resid巴ncy;1830-
1870ぺinA.Booth，etal (eds.) ， op. cit. ，1990. 
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行政官とは協調より対立の側面が強く，プリア

イは初期のインディゴ，甘薦栽培の失敗で大き

な損害を蒙り，徐々にオランダの優位が確立し

た。 1860年代になるとブパティ(県長)やウェ

ダナ(郡長)は伝統的権威を失い，賦役収取権

の否定にも反対せず，生産現場から離反して官

僚として高給が得られることを期待するように

なっていた。強制栽培制度の成功は， 1850年代

~1860年代に経済力をつけた村落支配者層の支

持を得られたからであり，とすれば伝統的エリ

ートの伝統的権力に依存したとみるのは誤りで

あり，その性格の変化(伝統的ではなくなった

こと)に着目すべきである。

次に栽培報酬については，地租を上回る栽培

報酬が農民に一般的繁栄を賛したかどうかは疑

わしいと言う。地租は村落単位で賦課され，農

民は帳簿上の額よりもはるかに多くを村長や徴

税官に支払わねばならなかった。農園の垣根作

り(野獣の襲撃を防ぐ。その費用は栽培報酬の

5~10%に相当)など無報酬の労働もあり，砂

糖栽培に要する補助労働力や役畜は農民が自前

で調達し，無償で栽培に投入しなければならな

かった(この費用も栽培報酬の10%以上)。した

がって，地租や栽培報酬を額面どおりに受け取

ってはならない。また，農村への消費物資の大

量流入は事実であるが，これは地場産業や米作

の後退によって，農民が工場からの収入に依存

し，消費財を購入せざるを得なくなったためで

あり，村落エリートが購買力をつけたとしても，

大多数の農民の繁栄は幻想であろうと言う。

最後に農村社会について。 19世紀中葉のジャ

ワ農村社会では，生産関係とその組織化におい

て，連続面よりも転形の側面が顕著であり，農

村社会は砂糖生産に深く組み込まれ，それに包

摂されることなしには生計を維持できない農民

層を生み出した。つまり，砂糖生産は農村経済

の構造を大きく変えたのである9)。

9 )ナイトの最近の研究では，このほかに強制栽培期プ
カロンガン地方における住民農業に関する論文もあ

る。 Knight， G. R.，“The People's Own 

ナイトは更に，プランテーション体制移行期

の工場労働者の性格に関しでも，論文「植民地

後期のインドネシアにおける農民の労働と資本

主義的生産，中部ジャワのある砂糖工場での“キ

ャンペーンペ 1840~1870年J 10)で、エルソンらの従

来の見解を批判する。ナイトによれば，エルソ

ンは，賦役労働の廃止以後，少なくとも1880年

代までは工場の労働力調達が経済外強制に強く

依存していたと見ている。何等かの経済外強制

に基づく労働力調達を重視する点では，ファッ

スー/レ，フ、レマン(後述)，ゴードン1川A.Gordon)，

ティヘノレマン12)(F. Tichelman)らもほぽ同じ

理解に立っている。これに対してナイトは，エ

ノレソンらの理解を生産様式の接合論的把握(ゴ

ードンは植民地生産様式)として，これを認め

ない。具体的分析は，やはりプカロンガン地方

のウォノプリンゴ砂糖工場地区に即して行われ，

次のように言う。

1850年代までは，在地首長層の賦役徴発と工

場の労働力調達の聞に労働力確保をめぐる対立

があり，土地保有農も工場賦役を代位させる労

働力として土地なし農民を保持していたために，

工場は労働力の調達で植民地当局に依存せざる

Cultivation: Rice and Second Crops in Pekalon-
gan Residency， North Java， in the Mid-Nine】
t巴巴nthCentury"， Review 01 lndonesian and 
Malaysian Aβ訟irs，Vo1.19， No. 1，1985. 
この論文でナイトは，プカロンガンが18世紀末以
来インディゴの栽培中心地となり，水田を利用する

インディゴの集約的栽培が地力の低下をまねき，こ

れが強制栽培期の稲作の停滞要因であったこと，米

生産の減退にもかかわらず住民は商品作物としての

裏作(メイズ，豆類，綿花，タバコなど)の拡大に

よって持ちこたえたこと，などを指摘している。

10) Knight， G.R.，“Peasant Labour and Capitalist 
Production in Late Colonial Indonesia: The 
'Campaign' at a North Java Sugar Factory， 1840 
-70" ， Journal 01 Southeast Asian Studies， Vol 
19， No. 2 ， 1988 
11) Gordon， A.，“Indonesia， Plantations and the 
'Post-C0Ionial' Mode of Production" ， Journal 01 
Contemporary Asia， Vol.12， N o. 2 ， 1982. 
12) Tichelman， F.，“Problems of Javanese Labour: 
Continuity and Change in th巴 NineteenthCen-
tury (Servitude and MobiIity)" ltinerario， 
Vol.11 ， No. 1 ， 1987. 
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を得なかった。しかし， 1860年代に入って，在

地首長層の権限縮小(賦役徴発の規制)，砂糖生

産の拡大に伴う現地人農業の後退，急激な人口

増加による余剰労働力の増大といった諸条件の

中で，土地保有農による土地なし農の支配も弱

体化してきた。こうして下層農ニ土地なし農は，

表面上は賦役の代行者であろうとも，生活の実

質的部分は工場労働に依存せざるを得なくなっ

ており，既にこの時期には生産手段から分離さ

れ，自ら労働力を売るプロレタリアートへと変

化してきている。工場が労働力調達の際に，村

長ら有力者をエージェントとしていたことは否

定できないが，それは労働力の質を規定する上

で重要な側面ではなく，実質的にはその生計を

賃労働に依存するプロレタリアートと見倣すべ

きであり，これを前資本主義的労働力とするこ

とは誤りである。

以上が強制栽培制度の農村社会へのインパク

ト，および移行期の労働力の性格に関する極く

最近の研究動向である。筆者には，各所説の中

に積極的に評価すべき論点、も含まれるが，同時

に難点、もあるように思われ，したがって論争全

体の批判的継承が望ましいと考えている。例え

ば，農村社会へのインパクトに関しては r栽培

報酬による農村経済の発展・繁栄」というテー

ゼ、に対するナイトの批判は有効であるように思

われる。大量の貨幣流通・商品流通，農民の購

買力の上昇をもって「農村の繁栄」とみるのは

やや短絡的であり，強制栽培による在来農業の

包摂，貨幣報酬に依存せざるを得ない農民層の

析出といった変化の側面に注目すべきである。

現地人上級首長に関しでもナイト説を首肯でき

るが，しかしナイトが言うように村落支配者の

経済力の強化のみが強制栽培制度を支えたとは

考えられず，経済外強制を発動しうるほどの権

能の温存・維持が図られたとみるべきであり，

この点で筆者はエルソンやファン・ニールのよ

うに旧社会からの連続面を重視したい。強制栽

培期ジャワの社会経済変動は，変化と連続の両

面から統一的に捉え直すことが肝要であろう。

また労働力の性格に関するナイト説には，次

のような疑問点を提示しておこう。ウォノプリ

ンゴ工場では1866年に工場労働を全面的に賃労

働に移行させた際，労働力調達に困難はなかっ

たと言うが，具体的な調達方法が明らかではな

いこと，工場労働者は実質的には賃労働に依存

せざるを得ないと言うが，工場の操業期間は約

5ヵ月であり，年聞を通じて工場収入が主たる

収入源になっているのか，あるいはナイトの分

析では工場労働者のみに限られているが，耕作

強制を強く受けると思われる作付け労働などを

含めて，砂糖生産に組織されるすべての労働力

に関する検討が必要であろう。総じて言えば，

ナイトの所説は，ジャワの砂糖生産の発展(1860

年代~プランテーション体制期)をオーソドッ

クスな資本主義生産システムとして描くことに

熱心なあまり，労働力の性格規定に関しても植

民地的特質把握の視点、が弱いように思われる。

2.直轄領の地方史研究

次にジャワ直轄領に関する研究では，上記の

外に地方史の実証研究の進展が特徴的である。

以下，その代表的なものとしてオンホッカム

(Onghokham，インドネシア)，ブレマン 0.

C.Breman，オランダ)，フェルナンド (M.R.

Fernando，オーストラリア)，ジョコ・スルヨ

(Djoko Suryo，インドネシア)の研究を取り

上げておこう。ただし，これらの研究について

は既に別稿13)でやや詳しく検討しているので，以

下では要点のみを紹介するにとどめる。

オンホッカムは，東部ジャワのマディウン地

方史を分析した学位論文「マディウン理事州，

19世紀のプリアイと農民J14)(1975年)において，

13)拙稿「オランダ植民地支配とジャワ農村の労働力編

成 強制栽培期の砂糖生産地帯を中心にーJW経済

学研究~ (北海道大学)第39巻第1号， 1989年6月。
悶「オランダ植民地支配とジャワの在地首長層JW経済

学研究~ (北海道大学)第39巻第4号.1990年3月。

14) Onghokham， The Residency of Madiun: Priyayi 

and Peasant in the N ineteenth Century. Ph. D. 
Dissertation， Yale University， 1975. 
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マタラム王国から植民地国家への移行過程にお

ける階級関係の変容を課題とした。そしてマタ

ラム時代以来，ジャワ農村社会には明確な階級

関係が存在することを強調し，それが植民地国l

家への移行過程でどのように継承され，どのよ

うに変化したかを，在地首長層の諸権能の詳細

な分析によって検討している。強制栽培制度に

関する部分では，オランダは制度の終わりまで

現地人首長層とは協調的であったと見る。在地

首長層の頂点に立つブパティ=レへントは，依

然強大な権力をもって直接生産者から現物税や

賦役を収取しており，中には大規模な所領を支

配し，その領内で封土制(ジャワ中世のマタラ

ム国家に特有の知行制)を展開するものもいた。

また，農民層の分析では，マタラム時代から既

にシクップと呼ばれ個別的な土地保有権をもっ

農民層(開村者の子孫と考えられる)と，その

シクップ=主人の保有地耕作や開墾の援助，賦

役の代行などを行う隷属民(ムヌンパン等の呼

称をもっ)との階層差が存在したと言う。とこ

ろが，植民地体制の下でシクップニムヌンパン

の農民関係にも一定の変質が生じ，ムヌンパン

を含めた全農民層の植民地国家への従属強化が

進展したとしている。

一方，西部ジャワのチレボン農村社会を素材

としたプレマンは，前植民地期・植民地初期(18

世紀~19世紀前半)を分析対象とした論文「ジ

ャワの村落と初期植民地国家J'叫乙おいて，前植

民地期の在地社会では，首長・領主(マタラム

国家の下級官僚)と直接生産者の支配=隷属関

係があくまで第一次的なものであったとみる。

直接生産者は，在地の首長・領主との垂直的結

合によって，その存在が規定されていたのであ

り，共同体的=地縁的な結合は第二次的なもの

に過ぎなかった。また植民地初期段階に至って

も，旧首長層=在地有力者が尚隠然たる権力を

15) Br巴man，J.C.，“The VilIage on J ava and the 

Early Colonial State"， The Journal 01 Peasant 
Studies， V 01. 9， N o. 4， 1982. do.， Control 01 
Land and Labour in Colonial Java， Floris， 1983. 

握っており，植民地当局は強制栽培の労働力調

達で彼らを利用せざるを得なかった。村落共同

体としての結合は，租税・賦役の賦課単位とし

て，むしろ植民地化の深まりとともに徐々に強

化された。また，村落内部においても農民層の

明確な階層差が存在したとされ，当該期の農民

は土地保有農民と土地なし農に二分される。前

者の有力農民は，その経営内に土地なしの親族

や非血縁の隷属民世帯，単身の農業労働者など

をかかえる大家族構成をとっており，強制栽培

期の土地共有化l叫こよる両者の同化も限定的な

もので，この階層差は根強く存続したと言う。

このように，オンホッカムやブレマンは，マ

タラム時代から植民地社会への移行期における

在地の階級関係の連続と変容の諸側面を分析し，

従来の超歴史的なジャワ社会論を批判しており，

ともに意欲的な研究と言えよう。

16) 19世紀ジャワ農民の土地保有，とりわげ土地共有制
に関しては，ボームハールトによる最新の研究があ
る。 Boomgaard，B.， Betωee叩 SovereignDomain 
and Servile Tenure， The Develo戸ment01 Rなhts
to Land in Java， 1780-1870. Free University 
Press， 1989. 

この研究でボームハールトは提要』その他の未
公刊史料を利用して地方別の土地保有形態を検討
し，これまで論争の的となってきた耕地の「共同的
保有」化については，次のように結論づけている。
ジャワでは「個人的保有」が支配的な土地保有形
態であったが， 18世紀から「共同的保有」がすでに
存在しており，一般的には伝染病・凶作・重税など
による放てき地・無主地が村落の「共同的保有」と
なった。「共同的保有」地は1780~1812年に拡大した

可能性が大きしこれは特に重税・重賦役の東北海
岸領で著しく，重賦役地方では，賦役の負担量に応
じて，より大規模な保有地の分配を受ける上層の有
力農民，一般の土地保有農民，土地なし農民という
3階層構成が顕著になった。また， 19世紀初頭の私
領地でも，領主(主にオラン夕、人，中国人)が旧来

の土地制度に干渉し，換金作物(インディゴ，甘震)
の導入に際して，輪作の必要から耕地の「共同的保
有」化を図った。さらに1813年以降の地租導入の時
期にも一部の地方(プカロンガン，レンパン，スラ
バヤなど)で「共同的保有」が進展している。強制
栽培期に入って， 1830~1850年が「共同的保有」の

最盛期であるが，しかしこの時期においても村落内
の「共同的保有」地は決して均等ではなく，上層・
中核の保有権者はその世襲的権利を保持しており，
土地なし農民も一定の比重 (1850年ごろにその比率
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次に，フェルナンドの学位論文「農民とプラ

ンテーション経済，強制栽培制度から1900年代

末までのチレボン州におけるヨーロッパ・プラ

ンテーションの社会的インパクト J17) (1982年)

では， 19世紀全体のチレボン(西部ジャワ)農

村の社会変動が扱われている。フェルナンドの

問題関心は，植民地支配によって持ち込まれた

商業的農業がチレボン農民に如何なるインパク

トを与えたのかという点を検出することであり，

とりわけ「農民層の社会経済的分解が進展した

のか，それともギアツ理論の『農業のインボリ

ユーション』が含意するように分解が回避され

たのか」というテーマが中心課題のひとつとな

っており，ギアツ理論批判も強く意識されてい

る。イギリス支配期(l811~1816年)からオラ

ンダ権力回復期までのいわゆる自由主義期のチ

レボン農村では，商品作物栽培によって村落の

社会経済生活を支配し，その経済的地位を強化

した少数の有力農民が登場してきた。強制栽培

制度導入期 (1830~1836年)になると，強制労

働による大規模な商品作物栽培が上級首長や村

役人の協力によって軌道に乗り，土地保有の中

核農民の中から村長・村役人を構成するような

有力農民が強制栽培制度への協力を通じて形成

された。次の時期(l837~1880年代中葉)には，

強制栽培制度が農村社会に定着し，商業的農業

の拡大が農村の経済状態を改善し安定した経済

はやや低下するが1870年には農家の約15%に回復)

で存在し続けたとしている。総じて「共同的保有」

化は，植民地当局による強制，下層農民の土地保有

要求，上層農民が税役軽減のために行った土地分配

など，諸要因の相克によると言う。

ボームノ、ールトの結論は筆者もほぽ首肯できるも

のであり，とくに私領地におけるインディゴ・甘擦

の栽培が，強制栽培に先立つて「共同的保有」の拡

大する要因として指摘されている点は重要であろう。

17) F巴rnando，M. R.， P巴asantsand Plantation Econ 

omy: The Social Impact of the European Planta 

tion in Cirebon Residency from the Cultivation 

System to the End of First Decade of the Twenti. 

eth Century， Ph.D.Dissertation， Monash Uni. 

versity， 1982. 

成長を賛した。同時にこの時期は，一部の有力

農民(村支配者層)，一般の土地保有農民，土地

なしの小作農・農業労働者という 3階層構成が

固定化した時期でもあるが，商品作物栽培の成

長によって通説が言うような実質的貧困階層の

析出といった事実は見当たらないとも言う。1880

年代中葉以降になると，病虫害によるコーヒー

栽培の崩壊と糖業不況によってチレボン農村も

経済危機に見舞われ，農民層の全般的落層化が

進むが，農民は食糧生産への回帰によって危機

打開をめざしたと言う 18)。

フェルナンド論文には通説的解釈を全面否定

した部分があり，チレボン史に関する未公刊史

料を駆使している点でも評価されるべきではあ

るが，植民地政庁側の史料を無批判に利用して

いるようであり r強制栽培制度による農村社会

の繁栄」という前述のエルソンらと共通のテー

ゼ、に対しては，やはり前述のナイトの批判が妥

当するように思われる。

18)植民地期のチレボン経済史については，チレボン東

部で1918~1922年に植民地当局が実験的に行った

「土地改革」に関するブレマンの研究も貴重である。

Breman， J .C， Control 01 Land and Labour in 
Colonial ]ava. Floris， 1983. 
チレボン東部は砂糖生産の中心地のひとつで，世

紀転換期に至っても土地共有制(割替制)が根強く

存続していた。当局は村落支配者層と協力して，土

地保有規模の零細化した農民層(シクップ)を救済

するとして「土地改革」を実験的に実施した。「改革」

では，チレボン東部の約50ヵ村ほどで割替の中止と

土地の持分固定化，それに保有農民の選定が行われ

た。各農民の土地保有規模は 1パウを目標としたた

めに，逆にマージナノレな農民層はシクップから排除

される結果になってしまった。約2万4，000人の|日シ

クップのうち約5，000人が新シクップになれず，彼ら

は何らの保証も与えられなかった(新シクップの保

有地は結局2分の lパウ)。当該地方では， 20世紀初

頭には既に土地なしの隷属民 (Wuwungang)や農

業労働者が農村人口の過半に達していたが改革」

はかかる土地なし層をさらに増加させることになっ

た。また，当局は村落支配者層の協力を得るため，

最優等田の職回を改革の対象外とし，耕地の25%を

占めていた村有地には手をつけなかった。さらにこ

の「改革」では，農民の負債軽減を目的として，中

国人商人らの高利貸活動に対する規制も強化したが，

これも結局は効を奏さず，下層農民の負債を軽減す

ることはできなかったと言う。
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一方，ジョコ・スルヨの学位論文 r19世紀後

半の植民地支配下スマラン農村の社会経済生

活J19) (1982年)は，中部ジャワのスマラン農村

社会の動態的分析である。スルヨによれば，ス

マラン農村では強制栽培とその賦役負担は住民

にそれほど大きな影響を与えなかったが，むし

ろ現地人行政官の汚職・腐敗(不法な土地集積

や経済活動)が1840年代末から50年代に大規模

な飢謹を引き起こした主要因であった。現地人

支配者層の横暴は，オラン夕、が彼らの伝統的権

威に強く依存したためであったが， 1860~70年

代に至ると，オランダは交通手段の整備(鉄道

・道路網の拡充)によって地方行政のコントロ

ールに乗り出す。この交通手段の整備は，輸出

向け農産物輸送の改善のみならず，農村の世界

市場への統合を促し，輸入製品の大量流入と伝

統産業(典型的にはパティック)の衰退を費し

た。1880年代の経済危機も農村部に深く浸透し，

貧困と疫病の蔓延を招いた。 19世紀末の中央集

権化と一層の商業化によって，スマラン農村が

広い社会的・経済的ネットワークの中に巻き込

まれると，民衆は固有の社会的規範を喪失して

社会不安の出口を宗教的復古運動に求めるが，

20世紀に入るとこれがサリカット・イスラムや

鉄道労組の成長などナショナリズムに結び付い

ていくと言う。

これらの実証分析は，研究の前進面として評

価できる。但し，ジョコ・ス/レヨは，スマラン

の都市部が中部ジャワの経済および行政上の中

心地として発展を遂げたのと対象的に，農村部

は依然として低成長で伝統的性格を存続させた

としてその二重構造論的視点を堅持しているが，

筆者は，むしろこの両セクターの接合関係こそ

植民地の社会経済構造を把握する鍵ではないか

と考えている。

19) Djoko Suryo， Social and Economic Life in Rural 
Semarang under Colonial Rule in th巴Later19th 

Century， Ph.D.Dissertation， Monash Univer 

sity， 1982. 

3.王侯領農村経済史

王侯領の社会経済史研究では，ケアリ (P.B.

R.Carey，イギリス)の一連の研究が注目に値

する。ケアリは，ジャワ戦争(1825~1830年)

前史を分析した学位論文「パンゲラン・デ、イパ

ナガラとジャワ戦争の勃発過程」制(1975年)を

ベースにして1980年代に次々と論文を発表して

いるが2九その特徴は膨大な未公刊史料を駆使し，

ジャワ戦争に至る経緯を単に軍事史・王朝史に

とどめず，社会経済史的要因にまで踏み込んで

分析していることである。以下ではその主論文

と思われる「救世主の待望，ギヤンティ条約か

らジャワ戦争までの中南部ジャワの農村世界」

(1986年)に即して要点を紹介しておこう。

この論文では， 18世紀後半以降，ジャワ戦争

勃発までの中南部ジャワの緊迫した農村社会の

実態を捉え，多くの王侯領住民が反乱軍を積極

的に支援した，その社会経済的要因の解明を課

題としている。 1755年のギヤンティ条約で王侯

領がジョクジャカルタ領とスラカルタ領に分裂

すると，領地の縮小で財政難に苦しむ内領の封

土所有者や外領支配者は，土地税や通行税・市

場税などを引き上げた。また，ヨーロッパ人や

中国人に負債を負って領地の徴税請負を任せた

り，領地の貸与による私領地22)も拡大した。1812

20) Carey， P. B. R.， Pangeran Dipanagara and the 

Making of the Java War， Ph.D.Dissertation， 

Oxford University， 1975. 

21)主な論文のみを次に挙げておく。 Carey，P.B.R.， 

“The Origins of the Java War (1825-30)"， 

English Historical Revieω，Vo1.91， 1976. do.， 
“The Residency Archiv巴 ofJogjakarta" .In-
donesia， No.25， 1978. do.，“Changing Javanes巴
Perception of the Chinese Communities in Cen-
tral J ava， 1755 -1825"， lndones勿， NO.37 1984. 
do，“Waiting for the ‘Just King': The Agrarian 

World of South-Central Java from Giyanti 
(1755)to the Java War (1825-30)"， Modern 

Asian Studies， Vol. 20， N o. 1 ， 1986. 
22)私領地に関する研究では，やや古い研究ではあるが，

ナイトの学位論文(ロンドン大学， 1968年)が最も体

系的に分析したものであろう。以下，ナイトの業績

を要約紹介しておく。 Knight，G. R.， Estates and 
Plantations in Java， 1812 -1834， University of 
London， Ph. D. Dissertation， 1968 
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年にイギリスとの条約によって(イギリス支配

期1811~1816年)ケドゥ地方を割譲すると財政

難は一層深刻となり，中国人による通行税の徴

税請負が増大した。しかも，通行税徴収所での

アへン販売も中国人によって独占的に請け負わ

れた。諸税の引き上げや請負制の拡大は，直接

生産者を直撃し，土地なしの隷属民(ヌンパン

やブジャン)が開墾によって土地保有農に身分

上昇する可能性を閉ざしたばかりでなく，土地

保有農(シクップ)の没落をも促し，重税地域

での逃散や徴税所の焼打ちなどの農村不安もひ

ろがった。こうした農村社会の危機に， 1821~ 

1825年の皐魅・凶作とコレラの流行が拍車をか

け，民衆の聞には救世主(ラトゥ・アディル)

の出現を期待する気運が高まっていた。 1825年

にジョクジャカルタの皇太子ディパナガラが起

こした「反乱J (ジャワ戦争)を多数の民衆が支

持したのは，かかる社会経済的背景ゆえであっ

た。

ケアリ論文は精轍な実証研究であるが，同時

に王侯領の土地所有=税役収取関係や農民諸階

層の実態把握という点でも貴重な成果であり，

植民地化前の社会経済構造を知る手掛かりも得

られる。

王侯領経済史研究では，この外にフーベン(V.

J. H. Houben，オラン夕、)の学位論文「宮廷と

オランダ植民地軍，スラカルタとジョクジャカ

私領地とは，オラン夕、東インド会社や植民地政庁

が，その財政難からヨーロッパ人や中国人に売却し

た領地のことであるが，ナイトの学位論文は， 1810 
年代~1830年代の私領地に関する詳細な実証研究で

ある。

ナイトによれば，当該期の植民地政庁には，私領

土也の存続をめぐって政策的対立があり，これが私領

地政策をめまぐるしく変化させることになった。ジ

ャワをヨーロッパ向け農産物生産の拠点とする方針

では一致していたが，私領地がその刺激剤になると

する者と，その封建領主的支配ゆえに自由主義的農

業開発に貢献しないとする者との対立であった。当

時の私領地は，大別して①西部ジャワ，パタヴィア

近郊(Ommelanden)，②王侯領のジャワ人貴族から

の借入地，③ジャワ北岸村落の企業租借地，から成

っており，所有者はヨーロッパ人が236人 (1819~1827

年，オランダ人142人，イギリス人50人の順)の外に，

yレタ， 1830~1870年J 23) (1987年)があり，フー

ベンは，ジャワ戦争以後のオランダ植民地政庁

と王侯領の関係史を扱い，特にオランダの圧力

の下での王侯領行政の再編過程や私企業進出の

実態などは研究の空白を埋めるものとなってい

る。また，ヒューへンホルツ(W.R. Hugenholtz， 

オランダ)論文「租税と社会， 1830年ごろの中

部ジャワの地域差」叫 (1986年)は，オンホッカ

中国人も相当数いたようである。以下，各地域の特

徴を簡単に紹介しておく。

①パタヴィア近郊の私領地は最も歴史が古く，オ

ランダ東インド会社のパタヴィア建設以来存在す

る。 19世紀初頭には100以上の私領地が存在したが

(80~90がヨーロッパ入所有，残りは中国人)，古く

は東インド会社の役人や退職者の別荘・避暑地とし

て利用されることが多かった。ダンデルス=ラッフ

ルズの統治期 (1808~1813年)にこの地方の私領地

は更に広がり，砂糖業を中心に農園経営も本格化し

た。中には支配下住民が 1 万人~2 万人という大規

模所領の購入も認められた。しかし， 1819年に総督

に就いたカペレンは私領地反対論者であり，以後私

領地の拡大は認められず，むしろ一部の大規模私領

地は植民地政庁が買収した。

②王侯領の私領地は，王族・貴族の借金の抵当と

して封土単位で増大した。特に1816~1822年に広が

り，1822年の王侯領私領地は324ヵ所で，所有者は100

人を越えている(ヨーロッパ人が3分の 2，中国人

が3分の1)。しかし， 1823年のカベレンによる返還

命令と1825年のジャワ戦争で，当地の私領地は大き

な打撃を受けた。

@北岸地帯の私領地は，東インド会社時代に中国

人の村落請負制(賃貸制)として始まり， 19世紀初

頭からは多数のヨーロツパ人プランターが砂糖とイ

ンディゴの製造業で農村未耕地を借入した。ラップ

ルズは，地租制度の導入とともに，中国人の租借を

排除し，オランダ政庁もこの政策を継承している。

1830年代に強制栽培制度が導入されると，ヨーロツ

パ人プランターは，強制栽培の契約工場主として，

結果的には強制栽培制度の拡張を支えることになる。

この外に，ナイトの学位論文では，代表的な私領

地所有者の経歴まで詳しい追跡が行われている。

23) Houben， V.] .H.， Kraton en Kumpeni， Surakar 

ta en Yogyakarta， 1830-1870， Ph.D.Disserta. 

tion， L巴idenUniversity， 1987. 

24) Hugenho1tz， W.R.，“Taxes and Society: 

Regional Differenc怠sin Central ]ava around 

1830"， in Sartono Kartodirdjo (巴d.) ，Papers 01 

the Fourth I~日donesian-Dutch Histoγy Conlerence， 

Yogyakarta，24-29 July 1983， Volume One， 

Agrarian History， Gadjah Mada University 

Press， 1986. 
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ムがマディウン社会の分析に際してケドゥ史の

史料に依拠したことを批判し， r理じ王侯領でも

社会経済構造の地域的遊異に巡回している。ま

た，スハルトノ (Suhartono，インドネシア)

文「農村生招への糖講のインパクハクラテン，

1850-1900年J25) (1986年〉は，スラカルグ

鎮のクラテン (Klaten)に即して， 19世紀後半

の外開資本による土地相搭=議開開発が農村社

会にどのような謹乱と荒廃を瞥したのかを分析

し輸てL為る。

このように王侯舗の社会経撰5だについても罷

れた実託研究が喋れているが，高轄領地域の喜寿

究に比べて立ち濃れは者めず， とりわけミ巨漢領

の植民地政庁への従鵜化の過程をトータルに挺

える となろう問。

4.その龍の研究

上記のほかに19世紀ジャワ経済史の詑回すべ

き研究として，ラッシュ(J.R.Rush，アメリカ)， 

パツカーな.I.Bakker，カナダ)，ボームハール

ト(P.Boomgaard，オランダ)の学世論文を取

り上げておこう。

(日中関人招アヘン専売諮負制

摘民地社会におげる中国人の経誇活動と

入社会の位盤づげは重要な耕究テーマであるが，

ラッシュの学金論文 r19世紀ジャワのアヘン請

構民地社会にお汐る制度的議続と変北J27)

(イェ 1977年)は， 19t世紀ジャワに

おいて中国人が担ったアへンの専売誇負制の研

究を通してこの課題に接近している。

25) Suhartono， "The Impact of th配SugarIndustry 
on Rural Life， Klat合n，1850-1900'¥in Sartono 
Kartodi吋jo(ed.) ， op. cit. 
26)拙稿「ジャワ王侯領経済史序説.J r経済伊研究~ (北

海道大学)第総務薬害1号手1990年6月。
27) Rush， J.R.， Opium Farm器包NineteenthC普段ury
Java: Institutional Continuity and Change in a 
Colonial Society， 1860-1910. 問1.D . Disserta. 
tio人 Y昌1日University暑 1977.

この学位論文では1860年代~1890年代が分析

の中心となっているが，これは1880年代にアヘ

ン議貿易について群細な議室撃を行ったテメヘレ

ン (Temehelen，1882年にジョア

1885年にスマランでアヘン鰐題特別行政官，1889

年に政庁対務籍のアヘン問題主校検査官)のア

へン・レポートを主要な史料としているためで

ある。

論文前半では，アヘンの公的な専売語負制と

非公式命密輸入によるアヘン寂売の実態，当時

の中国入社会の綾上騰に位置する有力一族

(Cabang Atas)とオランダ設庁とのアヘン専

売を遡じた結て月すき，などが分軒されている。

よるアヘンの生産・販売・徴説言費負は

すでに東インド会社の時代からみられたが，ダ

ンデルス支配期に入って政庁が定めた地域ご

とにアへ -販売の強占援令中国人アヘン

(Upium Farm)に与える競売が公式

した(1809年)。その後，専売諦負舗はパ

ンテン友プリアンガンの 2州、iを繋いてジャワ全

壊{玉設領も含む)に広がり，各州単f立で強占

権が競売にfずされた(3年以下の袈約)。植民地

致r:rにとっては，そのi設益が強要な黙濃の Iつ

となっていた(歳入の平場15%)。一方，各地の

中間人有力一族にとって，鯖負業の権利

ことはその莫大な収益に加えて中間入社会的，続

を政庁から委殺される行政官の地f立を得るこ

とでもあり，ぞれゆえにグループ間の競争も識

しさをr増した{例えば， 1887~1889年には 3 つ

の有力一族が20チ1'1のうち131'1'1で請負業の権幸Ijを

。アヘン販売が農村部にまで探く浸透する

ようになると(会認の絞宛庖はジャワ

2，664，非公式の販売所は約l万3，000，その銀

行識による販売， 1851年)，需要は致指定の販

をはるかに上関孔藷負業の権手りを得られ

なかったグループ(およびその下部組織)そ中

心に大規壊な密繋易も構行した。公認の議負業

者自身が密議入に従事することもあり，政庁に

よる取り締まりも十分な効果をあげることがで

きず，少なくとも消費量の半分は密輸入による
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ものであったと言われる。

論文の後半では，自由主義政策期，とりわけ

1880年代以降における本国議会・植民地政庁の

アへン請負業に対する政策変化から，最終的に

は政庁による直営専売制度に移行する過程が詳

しく追跡されている。 1880年代の経済不況は中

国人商人をも直撃し，政庁にアへンの購入代金

を支払えない請負業者が続出した。時同じくし

てリベラル派のアへン攻撃が強まり，植民地行

政機構の拡充(オラン夕、による一元的支配)，中

国人請負業の半独立的な販売形態への批判，ア

へン吸飲に対する道義的批判，中国人高利貸か

らの現地人の保護，などを口実として1893年に

はアへン請負制度の廃止が決定され，政庁直営

の専売制度に取って代わった (1894~1897年)。

その後も中国人の商業活動に対する規制は強化

され，移動許可制や居住地規制によってアへン

と結び付いた中国人の商業ネットワークは大き

な打撃を受けた。有力一族から任命されていた

中国人行政官も，もはや中国人社会の効果的な

ブゃローカーではなくなり，単なる下級行政官に

編成されていった。

以上がラッシュの学位論文の概要であるが，

史料的に解明困難な課題に取り組んだ意欲的研

究であり学ぶべき点も多い。ただ植民地社会論

の視点、から言えば，村落レベルにおける中国人

の商人資本家・高利貸資本家としての活動や流

通網の組織化の実態はほとんど不明であり，今

後の課題としなければならないだ、ろう。

(2)家産制植民地社会論

パツカーの学位論文「低開発の要因としての

家産制と帝国主義，ジャワの比較史的社会学分

析，強制栽培制度の諸側面を中心に， 1830~1870

年」制(トロント大学， 1979年)は，強制栽培期

28) Bakker， J. 1.， Patrimonialism and Imperialism as 
Factors in Underdevelopment: A Comparative 
Historical Sociological Analysis of Java; with 
Emphasis on Aspects of the Cultivation System， 

ジャワにおける低開発の原因をウェーパー(M.

Weber)の家産制概念の援用によって解こうと

する。

周知のように，ウェーパーは『支配の諸類型』

の中でスルタン制を家産制の極限形態と見倣し

ているが，パッカーはこれを有力な根拠として，

植民地化前のジャワのマタラム国家を典型的な

家産制国家とみている。そして，その伝統的な

家産制は，植民地支配下で官僚制化されながら

維持・強化され，これがジャワの低開発を決定

づけると言う。従って，パッカーのキー・ター

ムは「家産制の官僚制化J (bereaucratization 

of patrimonialism)である。パッカーによれば，

一般的に官僚制化は資本主義的生産関係の展開

と軌をーにして起こるが，家産制を前提とする

官僚制化はむしろ資本主義的関係を抑止する。

植民地行政の官僚制化は，家産制的生産関係の

上に重ね置かれ，徐々に伝統的な家産制的生産

関係の性格を変質させるが，生産様式の構造的

転形を引き起こすことはないと言う。

ここでパッカーは，支配形態としての家産制

論に加えて，生産関係，生産様式といったマル

クス的用語も使用している。この点については，

マルクスとウェーパーの社会学的類似性に注目

すべきであるとし，.開発と低開発の社会学的研

究には，ウェーパー理論とマルクス理論を関連

づけることが極めて重要である」としており，

必ずしも明示的ではないが，家産制に対応する

生産様式として，マルクスのアジア的生産様式

論(国家的土地所有と孤立した村落共同体)が

想定されているようである。伝統的な家産制的

生産様式 (patrimonialmode of production) 

においては，当該社会の何物もスルタン個人の

家産としてスルタンに帰属しており(王権の排

他的支配権)，その家産的支配者であるスルタン

が唯一の土地所有者であったと考えられている。

自立的な貴族階級の不在ゆえに，封建制は成立

しなかったとみる。

1830-1870， Ph.D.Dissertation. Toronto Univer-
sity， 1979. 
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櫨民地支艶下に入ると，スルタンに代わって

総督が集中的権力を保持ずるようになり，行政

機構の営僚制化が展開する。家綾制関係によっ

て特徴づげられる社会経済構遣の上に，合法的

行数機構が盤ね置かれるのである。現地人客機

もこの行数機構に統合され，その一部を構成す

ることになる。機民地化前の家産舗と額民地行

政の結合は，割えばフツてティ(レへント，現地

人上級首長)の俸給形態(土地所有による報麟

の付与}に典型的に示されると言う。プパティ

は，官僚機構に組織されながら，なお家産制支

配を展開していると晃るのである O

植民地支記下の社会経務権議の変化について

は，専ら強制栽培揺が分析の対象となり，近年

の研究成果も取り入れながら，土地共有能，地

積と栽培歩合の報関，農民階震構成の罷定化な

じ一定の生産関係の修立が特徴づけられるが，

強調点はあくまで家産制的生産様式が不変であ

ったことに薗かれる。したがって，少なくとも

1830........1890年の間は，農民は隷震的な生産者と

して，存続する家遊説的生産様式によって村落

に結び討けられ，農民震がプロレダリア化ずる

こともほとんどなかったとしている。この点で

は，能強のナイトなどとは大きく巽なる農村社

会像である。

さらにパツカーは，器関発を説明する有力な

と見散されてきたブランクやギアツの説な

ども批判する。ブランク鋭に対しては，

義による翠地社会の全商的統合が性急に主張さ

れているとし，資本主義義の世界的規模での展開

は，常に農民のプロレタリアイヒを生み出すわけ

ではなく，強髄議壌はむしろ土地共有を強化し，

プロレタリアイ乙を器製した。ジャワが世

界資本主義システムに統合されていく長期の移

行過程の中に，強制栽培期を正しく控議づける

ことが必要であると替う G また，ギアツ説に対

しても，生態的要協がジャワの低隣接の決定的

ブアクターとされていること，強制栽培制捜の

歴史的研究が欠鉛していることなどを指捕する。

結馬，ウェ…パーを援錯した γ家産制の営費剥

化」テーゼ、こそが，ジャワの器鱒発を説明しう

るということになる。

以上がパッカーの学位論文の要富である。ウ

ェーノ'¥-閣論に依拠した欄民地社会議としてユ

ーークであるが，逆にウェーパーの家産制や封

建制の概念に強く制約されているため，概念規

定が先立ってジャワ社会とその発展の特殊'控の

解明が軽模されているように題、われる。筆者は，

蔀構良地から植民地への移行期には，家産叡j論

では捉えきれないような社会変動が展開したと

考えている(壬権に対する地方支配者の成長，

植民地親類の現地人首長の権能など)0 また，パ

ツカーの説暁ではウェーパーの家主主制論とマル

クスの生産様式論がどのように結びっくのかも

判然としない。筆者には，少なくともアジア的

生産樺式論で当該鶏ジャワ社会が理解で怒るな

どとは到底患えない。

(3)人口成長論的アプローチ

次に.19世紀ジャワの人口成長識を扱ったボ

ームハ…lレトの学怯議文「穣民地闘家の人々，

ジャワの人5成長と経済発展J29) (アムステルダ

ム自自大学， 1987年)はラ人口成長論そ社会経

済史研究と結び付けた研究である。

ボームハールトによれば，これまでの人口統

よってなされたジャワの高い人口成長

率の説明は，せいぜい死亡率の器下に与えた諸

要菌{戦争，疫病，予i訪接種など)の指繕にiと

どまり，社会経済要閣と結び丹けるー費した試

みは全くなかったと誉う。まず論文献半で経務

政策，土地鑑震，村落構議，農業，都市問題な

ど， 19投紀ジャワお社会経済構造の変動を分析

し，絞りて人口成長率に関する統計的処理を行

い，時期毎に両者の朝関関保を検討している。

結論的には，以下の諸点が主張される。

①1800年前後の時期は， し

29) Boomgaard， P.， Children of th記ColonialState: 
Population Growth昌ndEconomic D邑V思lopment
i口 Java， Ph.D.Di蕗器官rtation，Vrije Universi総it
t官Amst記rd品m，1987. 
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ていたが，同時に高い死亡率ゆえに相殺され，

成長率は0.5%(年率，以下同様)程度になる。

②1820~1850年は，死亡率がやや低下し，こ

れと高い出生率で人口成長率を高めた時期であ

る。 19世紀前半は， l.25%の成長率に達する。

死亡率低下の要因は，予防接種の普及，交通網

の整備などであったが，それでもこの時期には，

コレラの流行，ジャワ戦争，強制栽培に伴う飢

撞などで死亡率の低下を鈍らせた。一般に，死

亡率の低下は出生率の低下を伴うものであるが，

この時期には依然高い出生率を維持していた。

その要因は，第ーに，土地保有への接近が比較

的容易となった地方で初婚年令が低下し，結婚

率も高まったことである。つまり，ジャワの慣

行では所帯をもたねば土地保有者にはなれない

が，土地共有制が強化・拡張された中部ジャワ

を中心に，土地保有が比較的容易となった地方

では，結婚の早期化(男性13~17歳，女性10~14

歳)が進み，高い出生率を維持することになっ

た。第二の要因としては，強制栽培制度の導入

に伴う非農機会の拡大が挙げられる。農業イン

フラの整備に伴う賃労働機会の増大，商業，運

輸業などの発達，家内工業で生計をたてる階層

の増加など，非農セクターの拡大は住民に経済

発展の可能性を与え，これが出生率を高い水準

に維持することになったと言う。

③1850年以降は，死亡率が低下し，出生率も

やや鈍化する時期であるが，人口成長率は全体

として高まり， 19世紀後半はl.6%を記録する。

出生率が鈍化する要因としては，土地共有制の

後退(特に割替の中止)，土地不足，強制栽培制

度の廃止による非農機会の縮小など，総じて経

済発展の機会が低下したことが指摘される。

このように， 19世紀ジャワの人口成長 (19世

紀平均の成長率はl.4%)の変動が，主に労働需

要の面から，各時期の社会経済要因と結び付け

て説明されている。筆者には，ボームハールト

が行っている人口の統計的分析の当否について

判断能力はないが，ジャワ社会の貧困や経済的

停滞を単に高い人口圧力で説明するような俗論

に対して，社会経済史的視点からの人口成長論

は説得的であり，貴重な研究成果であるように

思われる則。

11.マドゥラの王侯領と植民地化

通常ジャワの一部として扱われるマドゥラ島

には， 19世紀中葉の段階まで3つの王侯領が存

続した。このマドゥラの植民地化と王侯領社会

の再編成については，クントウィジョヨ (Kunto-

wijoyo，インドネシア)がその学位論文「農業

社会マドゥラの社会変化， 1850~1940年J 31) (コ

ロンビア大学， 1980年)で詳細な検討を行って

いる。以下ではクントウィジョヨの学位論文に

依拠して，マドゥラ王侯領の植民地化とその構

造変化の特徴を見ておこう。

マドゥラ島はその大部分が石灰岩と泥灰土に

覆われ，農業は畑作中心で生産性も低い。 1886

年の耕地データによれば，畑地が約26万パウ，

水田が11万パウで畑地が7割を占めている。主

30)ボームハールトの研究には，女性労働と人口成長を

扱った次の論文もある。 Boomgaard，P.“Female 
Labour and Population Growth on Ninete巴nth
Century Java"， Review 01 lndonesian and 
Malayan Afj包irs，Vo1.l5， No. 2， 1981. 
この論文の要点は以下の如くである。強制栽培の

ための労働力需要の増大によって，大量の男性労働

力が輸出向け農産物生産に動員され，それに代わっ

て女性の農業労働(主に食糧生産)への参加が増大

した。その結果，それまで女性が重要な役割を果た

してきた農村工業(紡績，織布など)は衰退せざる

を得ない(この点は学位論文の内容と論理不整合)。

このような事態に直面したとき，本来的な農民の行

動様式は，労働拒否，移住，甘藤畑の焼き打ちなど

であるが，そのような抵抗も住民支配・労働管理が

厳しくなり失敗すると，労働負担を軽減する次の代

替策は多出産であり，子供を 6~7 歳から労働力と

することである。労働強化に対して住民がとるこの

対応においては，女性が決定的な役割を果たすこと

になる。

この論文でボームハールトは，メイヤスーの生産

様式接合論を援用し，資本主義セクターへの労働力

提供の強化に対する伝統的セクターの反応=変化と

して，人口成長を捉える視点を提起している。

31) Kuntowijoyo， Social Change in an Agrarian 

Society: Madura， 1850-1940， Ph.D.Disserta. 
tion， Columbia University， 1980. 



1992.9 諸外国におけるインドネシア経済史研究 宮本 91 (169) 

作物はメイズやキャッサパ，その他の芋類・豆

類であり，米作は副次的であるが，いずれもそ

の土地生産性はジャワの半分程度であり，食糧

は専ら輸入に依存している。

村落は散村形態を取り，各耕地が上級支配者

層の封土に組み込まれていたため，村落結合は

比較的ルースであり，また畑作中心の農業ゆえ

に農民の個人的土地保有化が進展していた。

一方，人口成長率 (1850~1930年の年平均2.7

%)は，ジャワ(同， l. 9%)よりも高く，食糧

不足と人口圧が古くからマドゥラ住民のジャワ

への移住を引き起こしてきた要因と言われる。

ジャワ東端部を中心に，地方によってはマドゥ

ラ人が多数派を形成するほど大規模な移住を繰

り返してきた。 1846年には既に106万人(東端部

のみで49万人)が移住しているが，年間4万人

規模の移住者のうち 2~3 万人は農閑期 3~5

ヵ月のみの出稼ぎであり，収穫労働，プランテ

ーションでの農業労働，その他の雑業に従事し

た。 1930年の人口センサスでトは，ジャワ居住マ

ドゥラ人が429万人となっている。

オラン夕、のマドゥラ支配は， 18世紀初頭にま

で遡るが，オラング、は当時マタラム王国の支配

下にあったマドゥラの宗主権をマタラムから獲

得し 3つの王侯領として存続させた(東部の

スムヌップ王侯領と中部のパムカサン王侯領が

1705年，西部のバンカラン王侯領が1743年)。た

だし，当初オランダによる王侯領内部の支配体

制への介入は限定的であり，オラン夕、植民地政

庁への毎年の上納金(19世紀初頭ではスムヌッ

プ王侯領2万4，000フローリン，バンカラン王侯

領 1万4，000フローリン，パメカサン王侯領6，000

フローリン)の義務づけ，王位継承や王族聞の

婚姻の許認可，民事を除く司法権の統括，植民

地軍への兵力提供の義務付げ(19世紀初頭には

各王侯領とも1，000人規模の徴兵)，輸出入税の

徴収(スムヌップ王侯領とパメカサン王侯領)

などにとどまり，在来の封土制に基づく土地所

有ニ税役収取関係には介入しなかった。

しかし， 19世紀中葉に至って，ジャワ直轄領

の拡大とともにマドゥラの直接支配も本格化し，

王侯領の宰相ノTティの任免権を獲得(バンカラ

ン1847年，スムヌップ1854年，パムカサン1858

年)，1857年にはマドゥラを 1つの理事州として

パムカサンに州知事(Resident)を送り，翌1858

年にパムカサン王侯領を廃止， 1883年にはスム

ヌップ， 1885年にはバンカランの王侯領をそれ

ぞれ廃止した。

植民地化前の王侯領の土地所有関係は，ジャ

ワの王侯領と同様に封土制によって特徴づげら

れる。オランダによってパヌンパハン(Panemba.

han)という称号を付与された 3人の王は，直営

の王領村落 (Desadaleman)を所有するととも

に，王族や官僚には封土を下賜した。封土所有

者は3階層に区分され，王族(スンタナ)と上

級官僚(総称はマントリで宰相パティ，宮廷内

の官僚，郡長などを含む)には村落を下賜して

税役収取権を与えた (Perchatandesa)。また，

王族の家臣団や下級官吏，兵士など(総称アブ

ディ)も小規模ではあるが水田を封土として所

持できた(Perchatansawah) 0 1861年のデータ

によれば，この 3階層で7，616人，全労働力人口

約2万人の5.7%を占めている。

王の直営地および封土からの税役収取は各王

侯領によって異なるが，例えばパムカサン王侯

領では，水田・畑地の土地税が収穫量の3分の

lの現物または4分の 1相当の貨幣による収取，

庭宅地からは現物で3分の 1(果実など)，王が

徴収する非農業税では，市場税(4%)，輸出入

税(10%) ，人頭税(一世帯あたり 1.85~2.35フ

ローリン)，帆船税，燕巣税などであった。

賦役労働は，土地所有に拘わりなく，労働可

能な成人男子 (Orangkuwat)に課せらた(免

除者は王族・官僚・村役人・宗教指導者・年金

生活者・軍人など)。王の徴発する賦役には，燕

巣採取，チーク林伐採，王家所有の塩田での労

働，宮廷内での雑役などがあり，封土所有者も

様々な雑役に賦役を徴発できた(パンチェン賦

役，ただし各種賦役の調達方法や労働量などは

不明)。また，軍役については，オランダがマタ
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ラム王国からマドゥラを分離して宗主権を確立

して以降，兵力の提供を義務づけており，その

軍事組織(パリサン)は1831年からは常設軍と

なり(将校95人，兵士2，881人)，西部スマトラ

のパドリ戦争，北部スマトラのアチェ戦争，ロ

ンボク戦争などに植民地軍の一員として参加し

ている(パムカサンのパリサンは1858年以降，

スムヌップとバンカランのパリサンは1885年以

降，いずれもオランダの直接管理下に置かれて

いる)。

一方，村落は前述の王直営の村落，封土所有

者の村落，それに僅かであるが王家の墓地や聖

地を管理する免税村(Perc五kandesa)の3種類

があり，村長クリウォン (Kliwon)は郡長また

は封土所有者が任命し，その下に村長任命の村

役人が数名おり，村長・村役人には職固とパン

チェン賦役の収取権が付与されていた。

ところで，植民地化直前のマドゥラにおける

土地所有=税役収取のもう 1つの特徴は徴税請

負の拡大であり，その主要な担い手は中国人で

あった(現地人による徴税請負は小規模)。王侯

領支配層の中には，オラン夕、への上納金の支払

いや不安定な農業生産，徴税費用の負担などか

ら財政難に陥り，安定的な現金収入を得るため

に王の直営地や封土の徴税権を中国人(商人や

中国人組織の首脳たち)に貸与した。徴税を請

け負った中国人は，契約年数分の税を前払いし

た。徴税請負の対象となった村落比率などの詳

細は不明であるが，例えばバンカラン王侯領の

封土村落では，およそ村落の 7分の lで中国人

が徴税権を取得していた。土地税以外の非農業

税でも王自らが徴税を請け負わせた例があり，

例えばバンカラン王侯領では，市場税・輸出入

税・屠殺税などが貸与され，さらに塩の独占的

生産と輸出，燕巣生産，アへン・質屋・賭博の

営業権なども中国人に任された。 1861年のデー

タによれば，徴税請負人は435人(労働力人口の

0.2%)となっている。このように，徴税請負制

の拡大によって徴税権の物件化が進み，封土制

に基づく土地所有関係は形骸化しつつあったと

言えよう。

次に住民の労働力構成を見ておくと， 1861年

データでは，労働力人口約13万9，000人のうち，

農民は 7万2，000人で52%，漁民2万5，000人で

18%，手工業者8，300人で6%などとなっている。

農業は前述のように畑作中心の農業で生産性も

低く，土地所有はそれほど重要な意味を持たな

かったようである。ジャワへの出稼ぎの方が主

たる収入源となっている農民も多く，支配層の

財政難による課税強化は，土地所有に固執しな

い農民層が放てき地を拡大する要因ともなった。

また，農民の土地保有権は，一般に個人的保有

が確立しており，スムヌップ王侯領での18ヵ村

サンプlレ調査(1883年，オランダ直轄領への編

入時)では，水田の47%を他村住民が所有して

おり，土地保有権の移動がかなり頻繁化してい

たものと思われる。ただし，パムカサン王侯領

の一部には， 1835年から王領村落に砂糖の強制

栽培が導入されており，当該村では土地の共同

的保有が強化され，耕地処分は厳しく規制され

た。

マドゥラを直轄領としたオランダは，旧王侯

領行政の植民地行政への改編，封土制の廃止と

新たな税制の導入，マドゥラを塩の主産地と位

置づけた塩生産の開発などの諸政策を打ち出し

た。

まず行政再編では，旧王侯領を県行政の単位

とし(バンカランは 2つの県に分割)，ジャワの

直轄領行政機構に準じて，県以下を郡一副郡一

村落に編成した(パムカサン県3郡・ 6副郡・

177村落，スムヌップ県14郡・ 414村落，バンカ

ラン県は14郡・ 460村落，サンパン県1郡・ 171

村落)。各レベルの現地人行政官には旧王侯領時

代の官僚の一部も登用されたが，それは 2割程

度に過ぎず，封土所有の特権なども剥奪されて

いた。オランダは官吏養成学校の設立および一

般住民からの宮吏(とくに下級官吏)の任用を

基本政策としており，やがて官吏全体が植民地

行政官プリヤイとして一体化していった。

王領村落の廃止とともに収入源を奪われた王
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族には，直系親族3代まで年金が支給された(ス

ムヌップ県で218人，バンカラン県では151人)。

再雇用されなかった上級官僚マントリにも，そ

れまでの平均収入の半額を 1年間のみ保障した

(スムヌップ県l37人，バンカラン県227人)。し

かし，王族の家臣団や旧下級官僚は封土を失っ

たうえに年金も支給されず，大半は農業によっ

て生計をたてたようである。王侯領時代の官僚

冒は7，000人以上いたが，オランダ支配下での現

地人行政官は655人に縮小された(1885年)。な

お，直轄領編入時に徴税請負人に貸与されてい

た村落・水田については，オランダが補償金を

支払って徴税権を再度買収している。同時に非

農業部門の徴税請負も認められず，一括してオ

ラン夕、が徴税権を掌握することになった。

一方，オランダ支配下でも特権的な土地所有

が認められたのは，村長・村役人の職田所有と

軍人の封土所有であった。前者は，オランダが

村落運営にほとんど介入しなかったためで，村

長の職田は依然として大規模であり，例えばパ

ムカサン県のパンダン村(DesaPandan)では，

農民の平均的保有規模l.5パウに対して村長は10

パウを所持しており，同じくラランガン・トコ

ル村 (DesaLarangan Toko])では水田27パウ

を村長と村役人が所有し，一般農民は 1~2 ノて

ウの畑地保有のみであった(1859年)。軍事組織

パリサンの将校・兵士にも，引き続き小規模の

封土の所持が認められたが，オラン夕、管理下に

入って兵力は半分以下に縮小された。例えばパ

ムカサン県(軍事組織は1858年以降オラン夕、の

管理下)の軍人322人には合計で631パウの水田

と334パウの畑地が封土として与えられている。

次に税役の変化について見ておくと，土地税

は生産量の 5分の l相当を貨幣で徴収，賦役は

漸次金納化することとしたが，いず、れも村落単

位の賦課を原則とした。パムカサン県では耕地

の再配分も行われ，水田 4 分の 1~1 パウ，畑

地 8 分の 1~2 パウの幅で分配されている。賦

役の縮小=金納化に伴って，砂糖や塩の生産，

インフラ整備なども徐々に「賃労働」に切り替

えられたが，砂糖栽培は生産力の低位性や食糧

生産への悪影響からその後は後退し(1870年の

作付地400パウが1880年には166パウ)，オランダ

は専ら塩の増産に力を入れた。

直轄領編入後のマドゥラ農村の変化は，農業

従事者の増加，分益小作や土地なし農民の増大，

塩生産の急拡大などによって特徴づけられる O

農業従事者は， 1861年の労働力人口比53%が

1890年61%に上昇，絶対数でも 7万2，000人が17

万7，000人に増加している。農業従事者比率の増

大は旧下級官僚や非農民の農業への転換による

もので，非農民の農業への参入は農地の一定の

生産性上昇も作用していたと言われる。しかし

同時に土地商品化の進展，一層の土地保有権移

動に伴って土地なし農民も急増し， 1895年に農

家の16%を占めた土地なし農が1905年には34%

となっている。畑作に重要な役畜の所有状況で

も， 1895年の非所有農家比率19%が1905年には

37%となっている。耕地や役畜を保有しない農

家比率の増大は，世紀転換期における農民の階

層分化を推察させている。

最後に，オランダがマドゥラ経営で最も重視

した塩の生産に触れておこう。オランダは，塩

の生産者からの買い上げ価格の決定と個人取引

の禁止によって，生産規模と輸出量を独占的に

管理した。塩生産は天候に左右され価格変動も

激しかったが，一般的には生産者にとって農業

よりはるかに収益が大きかった。優等回の稲作

収益がパウあたり約60フローリンなのに対して，

塩田収入は200フローリンにも達した(1917年)。

オランダは，住民の塩生産を刺激するため，1861

年に買い上げ価格を大幅に引き上げたが(コヤ

ン=30ピクルあたり3.5フローリン→10フローリ

ン)，これによって塩田は一挙に拡大し，例えば

パムカサン県ではその後の 5年間で塩田面積が

2倍に拡大した。更に1882年には塩生産のライ

センス制度が導入され，塩田の登記と塩田経営

者には政庁との生産契約を義務づけ，塩生産の

統制を強化した。

塩の生産関係をめぐる特徴は，世紀転換期に
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農地以上に塩田の商品化が進み，一部上層(商

人や金融業者を含む)に塩田の集積・集中が進

展したことであり，それに{半ってランセンスを

取得した塩田保有者が生産者に塩田を貸付ける，

つまりランセンス保持者と生産者の分離が進展

したことである。これは，農業における分益小

作関係に類似するもので，ランセンスを取得し

た塩田保有者と生産者が生産費用と収益を折半

するのである。 1917年におけるスムヌップ，パ

ムカサン，サンパンの3県の集計で，塩回数3，644

のうち保有者自身による生産経営は526に過ぎな

しユ。

このように，マドゥラでは塩生産においても

農業以上に所有と経営の分離が進み，植民地支

配下で塩を中心とした商品生産の拡大が直接生

産者の分化を促したのである。

以上，クントウィジョヨの学位論文において

社会経済史的分析を行っている部分を中心に要

約整理してみた。ジャワ経済史に偏重した研究

状況の中で，一次史料を駆使した本格的なマド

ゥラ経済史研究として貴重であるが，なお残さ

れた課題も多いようである。例えば，封土制下

の土地所有関係について言えば，各王侯領にお

ける王領村落，封土村落，封土水田の構成比や，

租税収取関係によって実現される土地所有関係

の差異などは明らかではない(上級所有権と下

級所有権の分有関係など)。また，ジャワ研究で

重要なテーマとなっている農民の身分階層制に

ついても言及がない。直轄領編入後の村落行政

や直接生産者の土地保有権の変容，農業と塩業

における階層構成の変動など，より立ち入った

検討も必要となろう。総じて言えば，ジャワ経

済史研究で蓄積されてきた諸課題を踏まえて，

比較史的方法による再検討が必要であるように

思われる。

皿.外島の植民地化と社会経済変動

外島(ジャワ・マドゥラ以外の諸島)に関す

る植民地経済史研究は，ジャワに比して著しく

立ち遅れているが，それでも近年ではリンプラ

ット(J. T . Lindblad，オラン夕、)の東南部カリ

マンタン研究，クラーン (A.van der Kraan， 

オラン夕、)のロンボク研究など，一次史料に依

拠した本格的研究が現れている。以下では，両

者の研究を要約し検討しておきたい。

1.東南部カリマンタン

リンプラットによる東南カリマンタンの植民

地経済史研究『ダヤック人とオラン夕、人の狭間

でー東南カリマンタン経済史， 1880~ 1942~ 32) 

(1988年)は，おそらくカリマンタン経済史に

関する最初の本格的研究であろうと思われる。

リンプラットは，まず論文前半において，東

南カリマンタンの人種構成や研究対象となる地

域のスルタン小国家群の構成，また時代的背景

などについて簡単な予備的知識を与え， 17世紀

に始まるオラン夕、東インド会社 (VOc)のカ

リマンタンでの商業活動からパンジャルマシン

戦争(1859~1863)を経て第1次大戦までのオ

ランダ資本の進出を概観している。

vocは， 17世紀以降，度々パンジャルマシ
ンでの商業独占権を求めたが，スルタン諸国の

反撃にあって一進一退を繰り返した。 18世紀に

は，マルタプラ (Martapura)のスルタンがス

ラウェシのブギス族の攻撃にあってオランダの

援助を求め， vocに主権を譲った時期もある
が(1787年)，オランダが当地に支配の地歩を固

めたのはパンジャルマシン戦争後の，マルタプ

ラ・スルタン位を廃止させて以降のことであっ

た。

1875年にオラン夕、商事会社の商館がパンジャ

ルマシンに建設され，さらに1883年にはその後

の貿易業務の中心的担い手となるボルネオ・ス

マトラ会社(Borsumij)が商業独占を獲得した。

また，この時期には航海技術で優位に立つ中国

32) Lindblad， J. T.， Betωee四 Dayakand Dutch， The 
Economic History 01 Southe，ωt Kalimantan， 1880 

-1942， Foris Publication， 1988. 
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人商人も多数来航し， 17世紀以来のブギス族の

伝統的交易活動にとって代わった。こうして1880

年代には，内陸部の現地住民ダヤック人と直接

交易するマレー系ノfンジャル人，河川沿いの中

継市場を握る中国人，外国貿易と東インド(イ

ンドネシア)域内貿易を支配するヨーロッパ人

という重層化した商業ノfターンが成立してくる。

中国人はボルネオ・スマトラ会社のエージェン

トとしても重要な役割を演じる。 1880年代~1890

年代の輸出品は，伝統産業であるグッタペルカ

(乾燥樹脂)やラタン(藤竹)で70%以上を占

めていた。

産業部門別にみると，農業では1887年からヨ

ーロッパ人プランターに農業租借地が譲渡され，

タバコ・コプラ・ゴムなどのプランテーション

の開設が始まった (75~99年租借)。プランター

は東部スマトラでの成功をここでも期待したが，

天候不順と品質の悪さで思うにまかせず，結局

タバコは1899年のピーク時でも60万kgがアムス

テルダムに送られただけで， 20世紀に入るとプ

ランテーションは次々に閉鎖された。これと対

照的に，外国資本による開発の中心となったの

が石炭・石油の鉱山業であった。まず， 1888年

には石炭会社である東ボルネオ会社 (OBM)

が設立され，ジャワ人クーリー(1892年に900人)

を使ってマハカム河川沿いの開発を進めた。1903

年設立の石炭会社(PuluLaut)は，シンガポー

ルで集めた中国人クーリー (1910年， 2，300人)

を使役して東インド最大の石炭産出を記録した

が(1912年には16万5，000トン，東インド全体の

27%)，品質の悪さからその後は後退し，オラン

ダ資本の投資先は石油に移る。

石油の開発は， OBMがマハカム・デノレタで

油田を発見したことから始まり，シェルとロイ

ヤJレ・グ、ツチがこれに参加，両社は1902年に共

同販売会社であるアジア石油 (AsiaticPetro-

leum)を設立，さらに1907年には生産・輸送・

販売の全分野で共同するパタビア石油会社 (B

PM)を設立して，ここに石油生産の独占体が

形成された。パタビア石油会社が調達したクー

リーは， 1907年で3，000人， 1912年には8，200人

(ジャワ人70%，中国人20%，その他ノfンジャ

ル人など)に達し，生産量も1910年代には年産

75万トン(日産1万4，000バーレル)， i東インド

の石油産出量の53% を占めた(1913~14年)。東

部のクタイとタラカンが主な原油供給地で，パ

リックパパンの精錬所は南部スマトラのパレン

パンに次ぐ第2の規模となった。

1880~1914年には88のヨーロッパ系企業(そ

のうち70がオランダ資本)が設立されたが，前

述の石油のBPMや貿易のBorsumijを中心に寡

占化が進み，その末端には中国人商人もエージ

ェントとして共存していた。

次に，両大戦間期が「拡張の時代」として特

徴づけられる。この時期の第1の特徴は，現地

人(パンジャル人)小農によるゴム栽培の急拡

大である。当地にも20世紀初頭にゴム栽培が導

入され，初めはヨーロッパ人によるプランテー

ション経営(1910年，ジャワ人クーリー1，250人)

で独占的に栽培されたが，徐々に現地人小農に

も換金作物として普及し，南部の河川敷きや水

田に接する低地斜面がゴム栽培に利用された。

ゴム輸出に占めるプランテーション生産比率は，

19日~18年の44%から 1919~21年には15%に減

退しているが，対照的に現地人のゴム生産は1930

年代には 3軒に 2軒の割合で行われるようにな

り，すくなくとも10万世帯がゴム栽培地を保有

するに至っている。

この時期のもう 1つの特徴は，伝統的な林産

物輸出から近代的な林業への転換で、ある。伝統

的なグッタ，藤の採集は1920年ごろをピークに

その後は後退し，代わって木材搬出業がヨーロ

ツパ資本によって導入された。この林業では，

中国人・マレ一人が下請けとして雇用され，彼

らが内陸部の現地住民(ダヤック人)から伐採

した丸太を購入した。プランターが当局から得

た租借地は， 1936年には40万ヘクタールに達し

ている。また，日本企業の進出もこの分野の特

徴で，北クタイの「東洋開発会社」は 5万ヘク

タールの租借地を得て3，500人のダヤック人クー
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リーを調達，後の「南洋林業株式会社」はカリ

マンタン最大の木材輸出会社に成長した(当地

の搬出量の3分の1)。

なお，植民地経営の中核となった石油生産も，

欧米での自動車産業の発達に伴うガソリン需要

の急増で，この時期に更に拡大し，ジャワ人ク

ーリーの調達も一層強化された(1929年には油

田でl万4，000人，精錬所で9，300人)。

次に，やや視点を変えてオランダ植民地当局

と各スルタン家との関係，植民地行政機構，税

制，公共支出，インフラ整備など，当該社会で

の植民地政策の特徴を跡付げている。

パンジャルマシン戦争は，オランダがパンジ

ヤルマシン王家の王位継承問題に介入し，王族

の一派と起こした武力衝突であったが，これに

よってスルタン位を廃止させ， 1877年には初代

駐在官 (Resident)を当地に派遣した。その後，

周辺の非妥協的なスルタン王家を次々に廃止し

(1905年タナ・ブンブ， 1908年ノfシノレ， 1912年

パガタン・クサンなど)，スルタン制の存続を認

めた地方でも伝統的な祭礼の指揮権のみスルタ

ンに残し，実質的な支配権はオランダが掌握し

た(スルタンにはプランテーション・鉱山の手E

借料の半分が支払われ，これが財源となる)。

1900年ごろから始まった行政機構の整備では，

最終的に 5つの県 (afdeeling)，24の郡 (dis-

trict)に区分してオランダ人行政官を配置した

(1935年)。各郡長の下には現地人の地方首長キ

アイ (Kiai)を助手として任用しており，このキ

アイを頂点とする現地入社会に対しては，キア

イーアシスタント・キアイードゥマン(村長)

という行政機構への画一化が図られた。租税政

策では， .1878年に現地人農民に対して，それま

でスルタンが徴収していた10分の 1税を金納化

して課したが， 1920年代にはこれを地租に切り

替え，税率を15%まで引き上げた。この金納租

税化が，ゴムなどの換金作物栽培を余儀なくさ

せたことは言うまでもない。また，当局の歳出

では，いわゆる「倫理政策」期に入ってインフ

ラ(濯概，港湾，道路など)にも支出されるよ

うになったが，それでも公共事業では植民地末

期まで依然として賦役労働に大きく依存してい

た。賦役の金納化も一部の地方で普及したが(フ

ル・スンガイなど， 1923年で10万人が代金納入

1930年代に入っても約20万人の男子(18~45歳)

に賦役労働(年間20日)が課せられている。結局

インフラ整備は，港湾建設が中心で濯概や幹線

道路の建設はほとんど実現しなかったと言う。

最後に，東南カリマンタン植民地社会の全体

像が再整理され，農村と都市の人口構成，産業

部門別の生産者数とその地域別特徴，農業租借

地の規模と推移，クーリー労働者，外国貿易の

量と取引相手の変化など，世界市場への統合過

程での外的刺激と社会構造の内的変化が指摘さ

れている。ここで特に興味深いのは，外国商社

と現地人を結ぶ中国人商人の活動であり，その

信用関係の展開である。

こうして形成された東南カリマンタンの植民

地社会においては，主にオランダ向け石油生産

とシンガポール向げ林業によって，オランダは

莫大な収益をあげることができた。 1920年前後

には輸出収入の87%が経済余剰となり，その額

は毎年1億ギルダーにも達したのである (1919

~1926年)。逆に現地住民や労働者の食糧は，相

当部分を輸入に頼らざるを得ず，やはり東南ア

ジア大陸部のデルタ地帯(主にタイ，ベトナム)

に依存したのである。

以上がリンプラットの研究の要点である。カ

リマンタン経済史に関する最初の本格的な研究

として貴重な業績と言えるが，その叙述方法に

は若干の疑問も残った。

その第ーは，地域経済の変化が常に外部から

持ち込まれるものと考えられていることである。

外部から持ち込まれる変化だけが「近代化」と

見倣されており，デ、ユアリズムを東南カリマン

タンにおける社会経済生活の特徴と断定してい

る (219頁)。そこでは，.イ云統」部門と「近代」

部門の両セクターの構造的結合を捉える視点は

欠如しており，現地人社会の変動が「近代」部

門のあり方を逆規定する側面は視野に入ってこ
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ない。

第二には，現地農民やクーリー労働者など植

民地社会の底辺で生きた人々の姿がほとんど登

場しないことである。史料上の制約があるにし

ても，直接生産者の具体的存在形態を追及して

いないことには，率直に言ってやや物足りなさ

を感じた。第一の疑問点とも関連するが，現地

人農村社会の構造変化や流入するクーリーの労

働状態こそ，分析の中心に据えられるべきであ

ろう。

2.ロンボク

クラーンの植民地期ロンボク研究『ロンボ

ク:征服，植民地化，そして低開発， 1870~1940 

年~ 33) (1980年)は，オラン夕、によるロンボクの

植民地化とロンボク社会の「低開発」の構造化

を分析した意欲的研究である。

最初に，オランダ支配の直前までパリ王朝の

支配下にあったロンボク社会について，パリ支

配の歴史的経緯とパリ支配下での土地制度，税

役制度，村落構造などが概観される。ロンボク

島は， 15~16世紀にイスラムへの改宗の過程で

ジャワ王朝の強い影響を受けたが， 17世紀には

パリとマカッサルがその支配権を求めて争い，

パリ王朝の優位が確立すると(1677年)，その後

約150年にわたってパリ人の支配が浸透していっ

た。パリ王朝は，ロンボクの現地人であるササ

ック人の貴族=首長層を次々に服属させて西部

地方に支配の地歩を囲めたが (1678~1775年)， 

王朝分裂時代には東部へのパリ支配は弱まり，

ササックの貴族が東部各地で独立を回復した時

期もあった (1775~1849年)。しかし， 19世紀中

葉にはカランガスン家(Karangasem)の統一的

支配によって，ロンボクは再びパリの強力な支

配を受けることになった(パリ人人口 3万5，000

人，ササック人49万人)。

33) Kraan， A. van der， Lombok: Conquest， Coloni 
zation， and Underdevelopment， 1870 -1940， Sin. 
gapore， 1980. 

西部(19世紀末の人口14万人)はパリ支配の

拠点、となり，ササック人の支配層は東部に追い

やられた。西部の領地は，王ラジャ (Raja)の

直営地 (Druwedalem)と王族 (Triwangsa)

の封土 (Druwejabe)に分割され，各領内の農

民(バリ人農民とササック人農民)から土地税

と賦役を徴発した。西部における王の直営地は，

濯甑水田の64%，天水田の78%，畑地の77%を

占め，収穫量の約8%を土地税(現物税)とし

て収取するとともに，約6万人に賦役労働を義

務づけ，宮廷建設や道路整備などに徴発した(19

世紀中葉)。王族の封土では，農民は収穫の5割

を封土所有者に上納することが義務づけられ，

さらに賦役労働も強いられた。このように王お

よび王族に領土権が集中していく過程で，ササ

ック人村落の自律性は剥奪され，農民は王また

は封土所有者に直接支配されることになった。

一方，ササック入社会の自律的組織が存続す

る東部 (19世紀末の人口39万人)では，王の直

営地(水田の 3分の 2，畑地の 4分の 3)の外

に小規模ではあるがササック人貴族の封土も認

められた。東部には約50人のパリ人王族が上級

行政官(郡長以上)として派遣され，その下に

ササック人貴族が村長として徴税と賦役履行の

責任を負った。ただし，ササック人貴族の封土

縮小(王および、パリ人王族による買収)や厳し

い相続規制などが反発を招き， 1840年代のパリ

人による再征服後もササック人首長層によって

指導された「反乱」が繰り返し起こっている(1855

年，1871年，1891年)。

1891年のササック人による対パリ戦争とオラ

ン夕、の本格的介入，そしてパリ支配の崩壊に伴

って東部ササック社会の変容が始まる。反乱の

発端は，パリ島での王朝の内紛に際して，東部

ササック農民を兵力として動員しようとしたこ

とであり，これに反発したササック人首長層は

農民を動員してパリ人行政官を襲い，これがサ

サック人首長とパリ人王族の全面的対立へと発

展した。西部のササック農民も，軍役を強化さ

れ徐々にパリ支配から離反していた。内戦はパ
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リ島からの護軍を得た=E朝錦が護金に推移した

が，東部むササック人指導者たちは，パリ島に

オランダ人J駐在宮 (Resident)に護助を求

め， 1894年にオランダ軍カえと経して東部のパリ

支商さは崩壊した。パリ人支配!習が謙遜した東部

では，村落よりよ位の支配者が不在となり，こ

れを識にササック人責務の上級文配権が部護し

郡行政の降編も潜んだが，藤長は三五直営地や封

土文書己から解放され，出来の個人的な土地保有

権が護活

オランダは，1843年にパリ王家と同盟札結び，

ノ寸リ・ロンボク蕗域からのイギリス勢力の排除

を図っていたが， 1880年伐に入ってロンボク島

における鉄・錫・金の理臓がパタヴィア毅庁に

倍えられ{これは事爽誤認であったが)，政庁で

は大勢がロンボクの政治支配の確立を支持して

いたo 当時の総督は，アチェ戦争の教訓から武

力行援には尚慎擦な姿勢受取っていたが， 1891 

全容の前述のササック吉長j畿の援助撃さ請を受けて

武力総互の準備を進め，時94年にはパグヴィア

から4，400人の援撃を送り，ロンボクの内戦に乗

じて支配権の議立を図った。

1894年7月に上陸して西部を制圧したオラン

ダは，まを退位させるとともにE皇太子の中から

ランダ派を新去に設け，新たな条約によっ

てオランダの支記権(行政機，徴税構，司法権

など)を認めさせた。ところがオランダは，

認のササック人設長には，行政権，畿税権など

の一部的容治を認めたため，パりの王族がこれ

に長発し，パリ王製鶴は帯び武力挺拡を決定し

た。数ヵ丹の数戦の後，パタヴィアから更に数

千の援軍を得てパリ箪な最終的に鎮したオラ

ンダは，パリミとおよび王族を連殺してロンボク

ぎを謹畏地先し

その後，オランダは行政組織，土地所有関係，

税役割度の再編成を本格北した。オラン

本政策は，第lにパリ人とササック人の分離支

記，第2に泊三五直営地の支配事撃的経承，第3に

ノマ1)人行設官とササック人首長そ介した統治と

封土制の復活で、あった。

まず西部は4つの支配地域に分裂し，パリ入

居住地域とササック人賠伎地域に分離して，最

下f立の現地人行政官として前者には12人のパリ

人郡長弘後者には36人の村長を告命した(1897

。こうして現地入を民族別に分離して18社会

で解体していた器持政・村議の再生を関り，首

長屠には税役徴収を義務づけるとともに，封土

所有の復活も認めた(1899年)。この結果，西部

の鎖地は，水田の65%，熔ま践の76%がオランダ

の識語徴税地域，残余が首長関の封こととなっ

直接支配地績の土地税は，水沼を細かく等級民

分して課税するとともに，以前は免税であった

畑地にも課税した。また旧社会と異なる点、は，

封土の首長層がl段取する土地税についても，そ

の半分をオランダ当局に上納するよう義務づけ

ており，封土所有権の重j警生を図っている 0899

年)。賦役もすべての奨子成人に賦課され，これ

も含まれて免除特擦は認められず，

特に封ニtの農民は首長とオランダの両方から賦

役撤発を強いられた(1905年以降)0また，

のこと地譲有権については，譲渡禁止などの鍛し

い規制が!日社会から継承されたのも持織的であ

った。

一方，東部の轟畏は， 1891~1894年の内戦期

に土地税や賦役会拒否して事実上の個人的土地

月号宥権を獲得しており，オランダによる湾鰯成

には抵抗も大きかった。東部に対するオランダ

の行政は 8つの君sに分裂してササック入上級

首長(1日貴誤)を配し，彼らには封土を付与す

るとともに，支配下村議からの土地税徴収を義

けた。貌額は提来と間額であったが，

は一時的にせよ獲得していた錦人的土地所有議

され，耕作権の保有のみに逆もどりした。

1895年に関婚した土地税数取では，予定してい

た説の17%しか徴収できず，ここには農民の強

い抵抗が示されている。 1890年代後半，東部農

村では毎年のように農畏の皮税蜂起がみられた

が，この時期の特徴は，ササック人議長層が徴

税歩合や現金報給を得てオランダ当局と協力鑓

{系を強化し，農民の誌抗連動から離反したこと
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である。

クラーンは，この研究の総括とも言うべき章

(第6章)のタイトルを「低開発の開発」とし

ている。言うまでもなくフランク・テーゼ、の援

用であるが，ここではロンボクにおける植民地

政策の基本と主に租税制度の改編による住民の

貧困化の構造が検討され，クラーンの言う「低

開発」が具体的データによって示されている。

ロンボク社会に対する植民地政策の第Iは，

農業生産力の上昇を意図した濯甑設備の普及で

あった。これには農民の無償労働による数百の

小規模濯瓶も含まれるが， 1910年代後半~1930

年代前半の政庁による大規模濯瓶も進み，例え

ば東部のスワンギ・ダムの濯瓶事業では770ヘク

タールにわたる濯瓶が可能となった。その結果，

1900~1940年に濯概水田は35%増加したが，し

かし同時期の米生産量の増加は20%に過ぎず，

この点では労働生産性の上昇を伴っていないこ

とになる。植民地政策の第2は道路網の整備で

あり，これも賦役労働の徴発によって行われた。

16歳以上の男子全員が賦課対象となり， 1900~ 

1920年の年平均の一人あたり賦役労働日は19.5

日となっているが，年間30日の上限規定を超え

て39~46日といったケースもあった。政策の第

3は衛生・教育の普及であったが，天然痘やイ

ンフルエンザの撲滅は容易に進まず (1912年の

天然痘で数千人死亡， 1918年のインフルエンザ

で3万6，000人死亡)，学校建設は村落の初等学

校にとどまり，植民地末期まで就学率は数パー

セントであった。以上のような3つ基本政策の

財源は租税収入によって賄われ，あくまで独立採

算制を原則としていた。

オランダが体系化した租税制度の中では，水

田に課税する土地税(パジェック)が最大の財

源であり， 1900~1920年には税収全体の80~85

%を占めた。植民地初期の水田税は，水田を 5

等級に区分して現物(乾燥籾)で徴収したが，

パリ王朝支配期と異なる点は，免税特権を認め

ず封土からも収取したことである。1914年には，

新たな土地測量と登録，等級の確定作業を済ま

せ，これによって隠固なども不可能となり，平

均税率は収穫量の21.2%となった。さらに1920

年には，この水田税が金納化されたため，農民

の貨幣需要は大幅に増大した。また，水田を 8

等級に再区分して税率を引き上げたため， 1930 

年代には水田税支払いのための売却米は収穫量

の26.4%にまで上昇した。

土地税の第2は，畑地と庭宅地への課税(ウ

ペティ)であり，これは当初3等級に別けて最

1 優等地のみから貨幣で徴収していたが， 1921年

に税率の大幅引き上げを行い，更に水田税と同

様に 8等級に区分して最劣等地まで課税するこ

とにした。

この外に，政庁の財源となった諸税には，植

民地初期からの輸出入税と所得税，後に追加さ

れた屠殺税 (1916年)，焼畑税 (1927年)などが

ある。所得税は当初は中国人とアラブ人のみを

対象としたが， 1909年には現地人商人， 1914年

には現地人農民の農外収入にも課せられた。高

率の屠殺税の導入による肉消費量の減少や焼畑

税に伴う農民の焼畑放棄なども指摘されている。

また， 1929年には賦役の金納化も可能となり，

同年には賦役負担者の57%が金納している(年

間5フローリン)。

このような税役制度の再編強化によって，農

民は貨幣需要の増大ゆえに農産物，とりわけ米

の相当量を売却せざるを得ず，精米業を兼ねる

中国人商人の活動を活発化する結果となった。

ロンボクでの鉱山開発のもくろみを果たせなか

ったオランダは，中国人商人=精米業者を通じ

て米の輸出増を図り(オラン夕、商事会社に売却)， 

これを主要な植民地収益としたのである。

以上のようなオランダの植民地支配は，次の

3つの結果を賛したとクラーンは指摘する。そ

の第1は，農民の貧困化である。これはまず農

民一人あたりの生産量の低下および農家収入の

減退によって示される。その主な要因は，パリ

王朝時代に濯瀬水田のみに課せられていた土地

税が，その他の耕地にも例外なく課せられるよ

うになり，収穫量に占める土地税率は旧来の11
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%が20%台に跳ね上がったことである。その結

果，中国人商人に負った負債から土地を手放す

者が急増し， 1920年代後半には土地なし農民が

40%を占めた。彼らの大半は現地人首長層の下

で小作農となったが， 1930年代にはその 3分の

1が小作経営からも排除され，雑業層を形成す

ることになった。

結果の第2は，現地人首長層による所有地の

集積・集中である。上述の土地なし農民・小作

農民の増加は，逆に首長層への土地集中を費し

たが，これは首長層がオランダ直接支配地域で

没落する農民層の保有地を集積し，封土に加え

て自己所有地を拡大していったことによる。首

長層の封土は，当初数ヘクタール規模のものが

多かったが， 1930年代には数十~数百ヘクター

ルの水田を所有する者も現れた。西部では，1899

年に首長層の所有水田が全水田の35%であった

が， 1938年にはこれが60%まで拡大し，そのう

ちの88%が小作貸付地となっている。東部でも

1940年には水田の65%が首長層の所有地となり，

やはり87%が小作地となっており，中には数百

人の小作農民を抱えるものもいたと言う。

結果の第3は，食糧事情の悪化である。一人

当たりの米消費量は， 1900~1910年平均の4.68

ピクルから 1931~1940年平均の3.55 ピクルへ，

24%減少した。その主な原因は，米の生産増が

人口増に追い付けなかったこと，農民はたとえ

窮迫販売でも税支払いのために米の売却を強い

られたことである。これによって米の輸出は，

1900年代の全収量の12%が1930年代には21%に

まで上昇し，年を追って食糧危機は深刻化した

と言う。

以上がクラーンによる植民地期ロンボク研究

の概要である。パリ王朝の支配期から植民地化

に伴う現地社会の変容を未公刊の一次史料に拠

って分析し，知何に「低開発」が構造化してい

ったかを明らかにしようとする意欲的研究であ

るといってよい。最後に筆者の若干の疑問点を

提示しておきたい。その第1は，前植民地期に

関して，パリ島の王朝とロンボクを支配したパ

リ王朝との相互関係が不明なことである。また，

パリ人がロンボクを支配したことによって，ロ

ンボク社会がどの程度変容したのかも十分明ら

かではない。さらに，オラン夕、のパリ・ロンボ

ク海域における長期的戦略が示されていないた

め，オラン夕、の登場がやや唐突に思われる。第

2には，現地入社会の構造変化に関して，税役

制度の再編や首長層の土地所有については詳細

であるが，肝心の村落社会の変容についてはほ

とんど触れられていないことである。商品貨幣

経済の強制，土地の事実上の商品化の進展など

によって，農民層間，首長層間でどのような階

層分化が見られたのか。また，農民の土地保有

権め変化や封土と地主的土地所有との関係など

も不明である。第3に，現地人首長層に関して，

その土地所有の拡大が結果としては指摘されて

いるが，オランダ当局の首長層政策とその実態

が体系的に語られていないことである。オラン

ダが首長層を介して諸税の安定的徴収を図った

ことは想像に難くないが，重税ゆえに農民の全

般的貧困化と食糧危機を招いたとすれば，植民

地支配の要としての現地人支配者に関する分析

が是非とも必要であろう。

おわりに

以上みてきたように，諸外国における19世紀

ジャワ経済史研究では，強制栽培制度の農村社

会へのインパクトやプランテーション体制移行

期の労働力の性格に関して，ギアツ批判以後新

たな論争が展開しつつあり，同時に多様な研究

テーマへの取り組みも進展している。強制栽培

期農村の構造と変動に関する課題(具体的には

権力構造，村落共同体，土地制度，農民諸階層

など)には，記述のように連続と変化の両側面

からアプローチすべきであろうが，その際，直

轄領地方史の実証研究の成果は各時代の歴史的

位置づけを考える素材を提供してくれることに

もなる。王侯領研究も直轄領地方史研究と同様

の意義をもつが，それにとどまらず，前植民地
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期の社会経済構造を知る上からも貴重な成果で

ある。また，従属理論，生産様式接合論，ウェ

ーパー学派，人口統計学など様々の学派・分野

からのアプローチは，植民地社会論の方法を鍛

えるためにも是非参照されるべきであり，その

批判的継承が肝要であろう。

一方，ジャワ以外の諸島に関する植民地経済

史研究は，ジャワに比べてはるかに立ち遅れて

いるものの，本稿で紹介したような先駆的業績

がすでに現れており，今後の研究の進展が期待

される。その際，各地の社会経済構造の特徴と

その在来社会のあり方に規定された植民地支配

の同質性と差異性の検討が体系的に行われる必

要があろう。
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